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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

（はじめに）

当社の形式上の存続会社、有限会社メロンエアクラフト（本店所在地東京都港区）は、平成４年５月11日に航空機及び

その部品のリース業を目的として設立され、その後平成16年９月15日に有限会社ジャフコ・エスアイジーNo.７に商号変

更し、平成16年９月17日に株式会社ジャフコ・エスアイジーNo.７に組織変更いたしました。

平成18年３月３日にキューサイ株式会社(取引金額3,856,500千円)及び大株主であった長谷川和子氏（取引金額

2,571,000千円）より当社の実質上の存続会社である「らでぃっしゅぼーや株式会社（以下、旧らでぃっしゅぼーや株式

会社という。）」の株式の譲渡を受けて、子会社化いたしました。

株式会社ジャフコ・エスアイジーNo.７による旧らでぃっしゅぼーや株式会社の株式取得は、旧らでぃっしゅぼーや株

式会社の経営陣によるマネジメント・バイアウト（以下、ＭＢＯという。（注））を目的としたものであります。平成18年

３月31日にジャフコ・らでぃっしゅＭＢＯ株式会社に商号変更し、平成18年９月１日を合併期日として子会社であった旧

らでぃっしゅぼーや株式会社を吸収合併し、同日にらでぃっしゅぼーや株式会社に商号変更いたしました。

なお、合併を前提として株式会社ジャフコ・エスアイジーNo.７として組織変更をした当社は、合併に至るまで事実上休

眠の状態であり、合併により当社は、旧らでぃっしゅぼーや株式会社の事業を全面的に継承しております。

　
一方、実質上の存続会社である旧らでぃっしゅぼーや株式会社は、リサイクル運動の市民団体として誕生した「日本リ

サイクル運動市民の会」が、昭和63年１月に有機・低農薬野菜の会員制宅配事業である「らでぃっしゅぼーや」事業を開

始し、その事業を目的として、同年５月17日に設立された環ネットワーク株式会社を母体としております。環ネットワーク

株式会社は、平成12年１月18日に、株式譲渡によって、キューサイ株式会社の連結子会社となり、同年８月に商号変更し、旧

らでぃっしゅぼーや株式会社となりました。

従いまして、実質上の存続会社は、被合併会社である旧らでぃっしゅぼーや株式会社であり、合併前の状態につきまして

は、特段の記載がない限り、実質上の存続会社である旧らでぃっしゅぼーや株式会社について記載しております。

また、事業年度の記載につきましては、実質上の存続会社である旧らでぃっしゅぼーや株式会社の期数を継承しており、

平成18年３月１日より始まる事業年度を第19期としております。

　
当社の設立から現在に至るまでの沿革を図示いたしますと、次のようになります。

　

　

（注）マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）

会社の経営陣が、金融支援を受けることによって、自ら自社の株式や一事業部門を買収し、会社から独立する手法

のこと。
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１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成20年２月平成21年２月平成22年２月平成23年２月平成24年２月

売上高 （千円） 21,290,25222,870,61322,334,61722,014,35122,046,548

経常利益 （千円） 638,501777,466536,603294,184319,090

当期純利益又は当期純損失
(△)

（千円） 260,567358,985227,879 82,766△95,226

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 407,650855,705856,225867,015869,219

発行済株式総数

　　普通株式

 

（株） 4,791,8456,895,8176,897,8176,939,3176,945,317

　　Ａ種株式 （株） 253,292 － － － －

純資産額 （千円） 2,381,4633,636,5583,817,2063,830,8043,554,592

総資産額 （千円） 8,003,4848,833,3589,131,3138,232,7047,446,453

１株当たり純資産額 （円） 472.03 527.36 553.39 558.26 533.08

１株当たり配当額 （円） － 7.00 7.00 7.00 －

(内、１株当たり中間配当額) （円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額又
は当期純損失金額(△)

（円） 51.65 64.98 33.04 11.95 △14.09

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額

（円） － 64.97 32.99 － －

自己資本比率 （％） 29.8 41.2 41.8 46.5 47.7

自己資本利益率 （％） 11.6 11.9 6.1 2.2 △2.6

株価収益率 （倍） － 7.8 17.6 46.0 －

配当性向 （％） － 10.8 21.2 58.6 －

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） 892,876362,385△851,6741,738,196670,132

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △176,348△316,264△195,512△156,055△167,775

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △945,503401,007114,850△1,018,431△826,495

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 1,062,4971,509,624577,2891,140,998816,859

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（名）

226 237 233 239 233

(118) (132) (141) (154) (155)
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(注) １　当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は、平成18年９月１日付で当社を存続会社として旧らでぃっしゅぼーや株式会社を吸収合併し、同日付で

商号をらでぃっしゅぼーや株式会社に変更しております。また、実質上の存続会社である旧らでぃっしゅぼー

や株式会社は合併に伴い消滅しております。

なお、事業年度の期数は実質上の存続会社の期数を継承しております。

４　株価収益率については、第20期は、当社株式が非上場であるため、また、第24期は、当期純損失を計上しているた

め記載しておりません。

５　持分法を適用した場合の投資利益については、第21期以前は関連会社を有していないため、また第22期以降に

ついては、関連会社を有しておりますが重要性が乏しいため記載しておりません。

６　第20期の１株当たり純資産額の計算にあたっては、Ａ種株式を普通株式と同等の株式として取り扱っておりま

す。

７　第20期の１株当たり当期純利益金額の計算にあたっては、Ａ種株式を普通株式と同等の株式として取り扱って

おります。

８　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第20期は、新株予約権の残高はありますが、当社株式が

非上場であり、期中平均株価の把握が困難であるため記載しておりません。第23期は、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。第24期は、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

９　従業員数は、就業人員数を表示しております。なお、(外書)は臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)

であります。

10　第20期の財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を

受けております。

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トー

マツとなりました。

11　第21期の１株当たり配当額７円には、上場記念配当２円を含んでおります。
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２ 【沿革】

当社（形式上の存続会社）は、平成４年５月11日に航空機及びその部品のリース業を目的として設立されました。

その後、平成16年５月に営業活動を休止し、平成16年９月15日に有限会社ジャフコ・エスアイジーNo.７に商号変更

し、平成16年９月17日に株式会社ジャフコ・エスアイジーNo.７に組織変更いたしました。平成18年３月３日に、当社

の実質上の存続会社である当時の旧らでぃっしゅぼーや株式会社の発行済株式の98.8％を取得し、子会社化いたしま

した。

さらに、平成18年３月31日にジャフコ・らでぃっしゅＭＢＯ株式会社に商号変更し、平成18年９月１日を合併期日

として子会社であった旧らでぃっしゅぼーや株式会社を吸収合併すると共に、らでぃっしゅぼーや株式会社に商号変

更いたしました。

また、平成24年１月31日から同年３月12日まで株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株

予約権の公開買付けが行われた結果、同年３月19日に発行済株式4,973,668株（議決権比率で74.60％保有）を取得、

同社の子会社となり、現在に至っております。

以下におきましては実質上の存続会社である旧らでぃっしゅぼーや株式会社の沿革につきまして記載しておりま

す。
　

（実質上の存続会社のＭＢＯまでの沿革）

年月 概要

昭和63年５月

 
 

環ネットワーク株式会社設立（本社東京都中央区内神田）

埼玉県戸田市に「らでぃっしゅぼーやＥＡＳＴ事務局(現首都圏センター)」開設、関東地区で

無・低農薬野菜の宅配事業(らでぃっしゅぼーや事業)開始

　　　　６月 大阪市に「らでぃっしゅぼーやＷＥＳＴ事務局(現大阪センター)」開設、関西地区で宅配開始

　　　　９月 本社を東京都千代田区須田町に移転

平成元年５月 注文品カタログ「元気くん」発行開始

平成２年３月

 
札幌市に「らでぃっしゅぼーやＮＯＲＴＨ事務局(現北海道センター)」開設、北海道地区で宅

配開始

平成３年９月 名古屋市に「らでぃっしゅぼーや中部事務局(現中部センター)」開設、中部地区で宅配開始

　　　　11月 本社を東京都新宿区に移転

平成５年３月 環境保全型生産基準委員会「Radix<ラディックス>委員会」事務局開設

　　　　12月 神奈川県厚木市に神奈川センター設置

平成10年６月 本社に会員サービスセンターとしてコールセンター設置

平成12年１月 株式譲渡によりキューサイ株式会社の連結子会社となる

　　　　８月 本社を東京都港区虎ノ門へ移転、商号を「らでぃっしゅぼーや株式会社」に変更

平成15年１月 中部センター(愛知県一宮市)移転

　　　　２月 大阪センター(大阪府東大阪市)移転

　　　　６月 本社を東京都港区芝公園に移転

　　　　８月 首都圏センター(東京都板橋区)移転

平成18年３月

 
　　　　９月

 

株式会社ジャフコ・エスアイジーＮo.７との合併を前提としたＭＢＯ（マネジメント・バイア

ウト）により同社の子会社となる

ジャフコ・らでぃっしゅＭＢＯ株式会社（旧株式会社ジャフコ・エスアイジーＮo.７）を形式

的な存続会社として吸収合併されると共に商号を「らでぃっしゅぼーや株式会社」とする
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（ＭＢＯ実施後の当社の沿革）

年月 概要

平成19年12月日本レストランシステム株式会社と業務資本提携契約締結

平成20年12月ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成21年４月 千葉県香取市にらでぃっしゅファーム和郷株式会社を設立し、農業事業に参入

平成22年２月 ネットストア「ｅらでぃっしゅ」サービスの提供を開始

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)

に上場

平成22年10月株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場と同取引所ヘラクレス市場及び同取引所ＮＥＯ市場

の各市場の統合に伴い、株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)に上場

福岡県糟屋郡に九州センター開設

平成23年10月株式会社ローソンと共同でらでぃっしゅローソンスーパーマーケット株式会社を設立、ネット

通販事業を拡大

平成24年３月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモにより当社普通株式および新株予約権の公開買付けが行わ

れ、発行済株式4,973,668株（議決権比率で74.60％保有）を取得、同社の子会社となる

　

　

３ 【事業の内容】

当社は、主に契約農家・契約農業法人等より仕入れた農産品、畜産販売業者・畜肉加工メーカーより仕入れた畜産

品、漁業組合や水産加工メーカーより仕入れた水産品、加工食品メーカーより仕入れた加工食品並びに雑貨メーカー

や商社より仕入れた日用品等を、当社の会員や一般顧客へは戸別宅配によって、また百貨店・スーパー・専門店等へ

は卸売によって販売しております。

　
[企画分類別取扱主要商品]

分類 主要商品等

定期品 「ぱれっと」（バラエティ野菜、ベーシック野菜等　計42種類）

注文品 「元気くん」「準定期品」「ギフト」

　
[品目分類別取扱主要商品]

分類 主要商品等

農産品 米、トマト、人参、きゅうり、玉葱

畜産品 鶏卵、豚肉、鶏肉、牛肉

水産品 鰻、干物、エビ

加工食品 ジュース類、冷凍食品

日用品等 日用雑貨品、化粧品、衣料品

　
当社が取り扱っております商品は、農産品、畜産品、水産品、加工食品、日用品等、年間で8,000アイテム以上となって

おります。当社ではこれらの商品の中から週に１回、会員が購入を希望した商品を「定期品」または「注文品」とし

て戸別宅配にて販売しております。平成24年２月29日現在の登録会員数は106,097人となっており、当社の会員制度

は、入会時に入会金及び１年ごとの年会費を徴収するシステムとなっております。

　
親会社といたしましては、平成24年３月に株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる公開買付けが行われ、その結

果、同社は当社の親会社となっております。また、日本電信電話株式会社は株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの親会

社であります。

  なお、本報告書提出日現在、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモおよび日本電信電話株式会社との間には当社との

取引関係はありません。

関連会社といたしましては、平成21年４月に千葉県香取市にらでぃっしゅファーム和郷株式会社を共同設立してお

ります。らでぃっしゅファーム和郷株式会社は、主に農業の経営を行っており、生産された農産物を当社が定期品等で

販売しております。
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また、平成23年10月には、株式会社ローソンと共同で、らでぃっしゅローソンスーパーマーケット株式会社を設立し

ております。らでぃっしゅローソンスーパーマーケット株式会社は、主にインターネット通販による小売販売を行っ

ており、当社の農産品をはじめとする、当社商品の卸売先であります。

その他の関係会社である日本レストランシステム株式会社は、多業態型レストランチェーンの経営、輸入業及び輸

入品の販売を行っており、当社と日本レストランシステム株式会社及び日本レストランシステム株式会社の子会社

（以下、日本レストランシステム株式会社グループ）との事業上の関係は、当社の商品の卸売先、商品の共同開発先、

調味料等の製造の委託先、加工食品の仕入先であります。

なお、株式会社ドトール・日レスホールディングスは、日本レストランシステム株式会社の純粋持株会社でありま

すが、当社との取引関係はありません。

　
(1)  商品の企画について

当社は、会員に対するアンケートを実施する等により、会員のニーズを捕捉（マーケティング）し、当社独自の商

品を企画して、その商品の開発から販売まで一貫して行っております。

また、当社は「安心」「安全」「おいしい」「環境にやさしい」商品の提供を実現するために、独自の商品取扱基

準である環境保全型生産基準「RADIX」（以下、RADIX基準という）を設け、その基準に基づいて生産者や製造メー

カーと商品の共同開発を行っております。

RADIX基準につきましては、以下のとおりとなっております。

　
　 ＲＡＤＩＸ基準

農産品

禁止する農薬と制限する農薬を「使用禁止及び制限農薬リスト」(注１)として設けて

おり、また、除草剤も原則として使用しない（水田稲作、雑穀国産パイナップルは１回の

み許容）ことや、土の中の微生物を殺す土壌消毒は行わないことなどを定めておりま

す。

畜産品
遺伝子組み換え作物などの安全性に疑問のある輸入飼料を与えない、抗生物質などの投

薬は原則としてこれを禁止するなどを定めております。

水産品

原則として日本船籍漁船が水揚げし、産地証明が取得できる水産品のみを取り扱い、国

内調達が難しいものについては「輸入水産品取扱商品一覧」を定めているほか、養殖に

ついては原則抗生物質などの投薬や過密な養殖は禁止することなどを定めております。

加工食品

国内産の原料を優先的に使用することや、遺伝子組み換えの原料は原則として使用しな

いこと、また、必要のない食品添加物の使用は原則として禁止すること(注２)などを定

めております。

日用品等

日用品等では、安全性が確認された原料・素材を使用し、環境負荷を考慮した商品を取

り扱うことや、容器包装等についても環境ホルモンを含まない材質のものを使用するこ

となどを定めております。

(注１)　平成24年４月30日現在、独立行政法人農林水産消費安全技術センターで登録されている農薬の有効成

分は499種類ありますが、RADIX基準では、そのうち109種類を禁止しております

(注２)　平成24年４月30日現在、厚生労働省で食品利用が許可されている食品添加物のうち、RADIX基準では73

品目を採用しております。
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(2)  生産・製造委託、仕入について

当社は、RADIX基準に基づいて生産された農産品を契約農家・契約農業法人等から仕入れております。また、畜産品

や水産品、加工食品、日用品等についても同様に製造メーカー等よりRADIX基準に基づいて製造 (製造委託) された

商品を仕入れております。

　
なお、農産品に関しては、RADIX基準に沿った栽培方法や収穫までの生産工程を記載した契約を農家・農業法人と

取り交わしており、当社が戸別宅配する野菜のメニュー表(お野菜お届け明細)には、農産品ごとに生産者の名前、住

所、農薬使用の有無などの生産履歴を記載しております。

畜産品や水産品、加工食品、日用雑貨等についても、生産工程や使用した原材料等の情報をトレース出来るシステ

ムとなっております。

　
さらに農産品等の生産者および製造メーカーとは「Radixの会(注)」という全国ネットワークを組織し、食品の安

全性はもとより、自然との共生共存を目指した環境保全型生産の提案と実践を行っているほか、技術向上のための技

術交流会を開催するなどの活動にも取り組んでおります。このような取り組みを通じて、更なる商品の品質向上に努

めております。

　
(注) Radixの会とは当社と取引のある生産者・メーカーで構成される任意団体であり、その主な活動目的として、安

全と環境保全に配慮した農業・生産加工技術の開発・人材育成・環境保全型農業の拡充、発展のための実践活

動と提案等を行っております。

　
(3)  販売方法について

当社の商品の販売方法は、会員向け戸別宅配、一般企業向けの卸売等であります。

　
①  会員向け戸別宅配

会員向け戸別宅配においては、会員に毎週お届けする「定期品」と、会員がカタログにより随時注文し、お届けす

る「注文品」があります。

「定期品」は、RADIX基準で生産された旬の農産品を中心としたセットボックス(商品名「ぱれっと」)で構成さ

れ、内容や量により42種類用意しております。会員は入会時に、この42種類の「定期品」の中から基本的に一つを選

び登録し、当社は毎週決まった曜日に戸別宅配します。

「注文品」は、毎週その都度カタログにより注文する「元気くん」、一度注文すると一定期間、継続してお届けす

る「準定期品」、夏・冬の「ギフト」があります。

当社では、全国６ヶ所の物流センターにおいて配送代理店に配送業務を委託しており、配送委託業者は専用冷蔵

車を使用し、専属の配送スタッフが毎週一回会員に戸別宅配しております。配送スタッフは、契約により配送だけで

はなく、注文書の回収、キャンペーンの案内、要望受付、配送資材の回収、新規会員獲得等の営業活動も行っておりま

す。

当社では、会員とのコミュニケーションの窓口として会員サービスセンターを設置しており、インターネットに

よるメールやフリーダイヤルを利用して、注文時のトラブルや住所変更・宅配の休止といった事務連絡を受け付け

るなどの会員サポート体制を整えております。

また、ホームページやメール配信を通じて、さまざまな情報を提供する体制も整えております。

　
②  関係会社および一般企業向けの卸売

当社は、関係会社及び百貨店・スーパー・専門店等の一般企業向けに卸売を行っております。提供している商品

は、当社会員向け商品と同一の商品であります。商品の配送については当社の配送代理店または宅配業者、一般運送

業者等に委託しております。
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以下に、事業系統図を記載いたします。

なお、平成24年３月に株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる公開買付けが行われ、その結果同社は当社の親

会社となっております。

[事業系統図]
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有

割合又は被所有

割合(％)

関係内容

(親会社) 　 　 　 　 　

日本電信電話株式会社
東京都
千代田区

937,950電信電話事業
間接被所有

(74.60)

当社の親会社であ
る株式会社エヌ・
ティ・ティ・ドコ
モの親会社であり
ます。

株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ
東京都
千代田区

949,680携帯電話事業
直接被所有

74.60
役員２名出向受入

(関連会社) 　 　 　 　 　

らでぃっしゅファーム和郷

株式会社

千葉県

香取市
10農業の経営

10.0

［40.0］

契約による農産物

の栽培　

役員の兼務　１名

らでぃっしゅローソン

スーパーマーケット株式会社

東京都

品川区
25通信販売事業 49.0

当社商品の販売先　

役員の兼務　２名

(その他の関係会社) 　 　 　 　 　

株式会社ドトール・日レス

ホールディングス

東京都

渋谷区
1,000純粋持株会社

間接被所有

(22.20)

当社のその他の関

係会社である日本

レストランシステ

ム株式会社の完全

親会社であります。

日本レストランシステム
株式会社

東京都
渋谷区

3,505

多業態型レストラン
チェーンの経営、輸
入業及び輸入品の販
売

直接被所有

　22.20

当社商品の仕入・
販売先

(注) １  議決権の所有又は被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。

２  議決権の所有又は被所有割合の［　］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっておりま

す。

３  株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモは、公開買付けの結果、平成24年3月19日に当社の親会社となっており

ます。

４  らでぃっしゅファーム和郷株式会社及びらでぃっしゅローソンスーパーマーケット株式会社は、利益基準

及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、持分法損益等の注記を省略しておりま

す。

５  日本電信電話株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、株式会社ドトール・日レスホールディングス

は、有価証券報告書を提出しております。

６  日本レストランシステム株式会社は、有価証券報告書の提出会社でありましたが、平成20年２月期分から有

価証券報告書を提出しておりません。

　

５ 【従業員の状況】

(1)  提出会社の状況

平成24年２月29日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

233（155） 38.8 8.9 5,130

(注) １　従業員数は、当社から他社等への出向者を除いた就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４　当社は、セグメント情報の記載を省略しているため、セグメント別に記載しておりません。

　

(2)  労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、概ね労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

当事業年度（自平成23年３月１日　至平成24年２月29日）におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により、生

産設備の損壊、サプライチェーンの寸断、電力供給の制約等から生産活動が大きく低下いたしましたが、年度後半か

らは、大震災の影響による供給面の制約が解消される中で、景気は緩やかながらも持ち直しの動きが続いておりま

す。しかしながら、急激な円高の進行、ギリシャ財政危機をはじめとするユーロ圏の景気減速等によって景気の先行

きは不透明な状況にあり、引続き厳しい状況で推移いたしました。

　
食品業界におきましても東日本大震災の一時的影響は、ほぼ終息傾向にあるものの、消費者の節約志向の強まりや

福島第一原子力発電所の事故による放射能汚染問題を発端とする食材への厳しい選択の影響など、業界を取り巻く

経営環境は大変厳しい状況が続きました。

　
このような状況のもと、当社は一層の安心・安全な商品を提供すべく、平成23年9月からは放射性物質の自主規制

値を設定するなどして、検査体制の強化に取り組んでまいりました。

定期品におきましては、従来の商品ラインアップに加えて、産地を限定した商品の提供等、顧客の安心・安全への

ニーズに対応するよう、努めてまいりました。

注文品におきましては、長引くデフレ傾向に対応したＰＢ商品であるシンプルラインなどの新商品の開発、販売促

進活動などのマーケティング力の強化を図り、売上高の増大に努めてまいりました。

また、ＥＣ事業の更なる拡大を目的として、平成23年10月に株式会社ローソンと、らでぃっしゅローソンスーパー

マーケット株式会社を設立し、業容の拡大に努めてまいりました。

　
この結果、当事業年度の売上高は22,046百万円（前期比0.1％増）となりました。利益面におきましては、震災の影

響により上期は積極的な営業施策を抑制したため、営業経費を中心とした販売費及び一般管理費が抑えられた結果、

営業利益は299百万円（前期比14.2％増）となり、経常利益は319百万円（前期比8.5％増）となりました。

また、当事業年度が初年度の資産除去債務会計基準適用に伴う影響額148百万円、固定資産除却損78百万円、株式会

社エヌ・ティ・ティ・ドコモによるＴＯＢに係る諸費用67百万円を特別損失として計上したことにより、当期純損

失は95百万円（前期は82百万円の当期純利益）となりました。

　

企画分類別売上高につきましては、以下のとおりであります。

定期品は、7,452百万円（前期比5.4％減）、注文品は、14,233百万円（前期比2.9％増）となり、また、その他は、360

百万円（前期比19.8％増）となりました。

　

(2)　キャッシュ・フローの状況

当事業年度のキャッシュ・フローについては、営業活動により670百万円増加し、投資活動により167百万円減少

し、財務活動により826百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、324百万円減少と

なり、期末残高は816百万円（前期比28.4％減）となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、670百万円（前期比61.4％減）となりました。これは主に、税引前当期純利益が23

百万円となったこと、減価償却費、ソフトウエア償却費及びのれん償却額合わせて414百万円、売上債権の減少額351百

万円などによる収入と、貸倒引当金の減少額108百万円、法人税等の支払額248百万円などによる支出によるものであ

ります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、167百万円（前期比7.5％増）となりました。これは主に、無形固定資産の取得によ
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る支出111百万円によるものであります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、826百万円（前期比18.8％減）となりました。これは主に、短期借入金の純減少額

200百万円、長期借入金の返済による支出402百万円、自己株式の取得による支出142百万円などによる支出によるもの

であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

生産、受注及び販売の状況については、セグメント情報の記載を省略しているため、セグメントとの関連は記載して

おりません。

　

(1)  生産実績

当社は、最終消費者へ直接販売する小売業を営んでおりますので、生産実績は記載しておりませんが、当事業年度

における仕入実績を、品目分類別に示すと次のとおりであります。

なお、下記「(3) 販売実績」には、企画分類別の記載がありますが、当分類は販売に関する分類であるため、仕入実

績としては記載しておりません。

　

品目分類別仕入状況
　

分類

当事業年度

(自　平成23年３月１日

　至　平成24年２月29日)

仕入高(千円) 前年同期比(％)

　農産品 5,792,386 95.3

　畜産品 1,639,680 96.4

　水産品 802,000 95.8

　加工食品 3,997,544 105.7

食品計 12,231,613 98.7

　日用品等 1,678,695 109.9

非食品計 1,678,695 109.9

その他計 76,785 167.4

合計 13,987,094 100.1

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)  受注状況

当社は、最終消費者へ直接販売する小売業を営んでおりますので、受注実績は記載しておりません。
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(3)  販売実績

当社の当事業年度における販売実績を、企画分類別、品目分類別に示すと次のとおりであります。

　
(ａ) 企画分類別売上状況　

　

分類

当事業年度

(自　平成23年３月１日

　至　平成24年２月29日)

売上高(千円) 前年同期比(％)

　定期品 7,452,498 94.6

　注文品 14,233,151 102.9

　その他 360,899 119.8

合計 22,046,548 100.1

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
　

(ｂ) 品目分類別売上状況　　
　

分類

当事業年度

(自　平成23年３月１日

　至　平成24年２月29日) 　 　

売上高(千円) 前年同期比(％)

　農産品 9,627,293 90.5　 　

　畜産品 2,417,995 133.6　 　

　水産品 1,185,745 94.4　 　

　加工食品 5,974,520 105.1　 　

食品計 19,205,555 99.1　 　

　日用品等 2,494,674 106.1　 　

非食品計 2,494,674 106.1　 　

その他計 346,318 122.8　 　

合計 22,046,548 100.1　 　

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社は、「良質・安全な商品の流通を通して、健康で豊かな生活を提供すること」を経営理念とし、「安心・安全な

食品の提供」、「生産者と消費者の顔と顔の見える関係」をモットーに、有機・低農薬の農産物や無添加食品、環境負

荷の少ない日用品を提供しております。当社は、「持続可能な社会の実現（次世代に存続すべき地球環境の保全に貢

献）」を経営理念に掲げ、自らの事業規模の拡大を通じて食の安全を広めてまいります。

　
①　顧客視点のマーケティング

より「こどもとお母さん」の視点に立った商品・サービスを生み出す、企画・マーケティング・分析のそれぞれ

の機能を強化してまいります。

②　品質の強化

商品のさらなる品質の向上を目指し、体制を強化してまいります。

③　生産機能の獲得

「高い品質」と「値ごろ感」を両立する仕組みを構築するために、生産機能の獲得を目指してまいります。

④　３つの販売チャネル

多様化する顧客のニーズに応えるため、顧客の生活シーンに合わせた宅配、店舗、通販の３つの売場を提供してま

いります。

⑤　食を軸とした社会貢献

お客様や生産者と一体となった社会貢献活動を行うことでファン作りを推進してまいります。

⑥　成長を担う人材開発

経営ビジョンの実現を担う人材を全社一丸となって育成してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社の事業展開において、財政状態または経営成績等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響をおよぼす

可能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項については、本

書提出日現在において当社が判断したものであります。

　
(1)  業界動向及び競合について

当社は、農薬や化学肥料の使用頻度を独自に定めた環境保全型生産基準「RADIX」（以下RADIX基準という）に

則って栽培された野菜や米・果物等の農産品、及び人体への安全性を考慮した素材、原料を使用した畜産品、水産品、

加工食品等の食品、そのほか日用品等を消費者に戸別宅配する事業を営んでおります。

また、近年のＢＳＥ(牛海綿状脳症)、鳥インフルエンザ、口蹄疫、残留農薬、食品偽装等の問題が生じたことで、消費

者の「食の安心・安全」に対する意識は高まってきており、当社と類似する業態を持った企業における新規参入が

見込まれます。

大手百貨店やスーパーマーケット等においてインターネットを利用したネットスーパー事業の拡大や、農産品の

産直販売店も増加しており、従来以上に競争が激しくなることが予想されます。直近では、当社と同様に有機栽培や

特別栽培農産物等の宅配事業を営む企業等との競争が激化してきております。従って、今後、さらに競争が激化し相

対的に当社の競争力が低下した場合には、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。

　
(2)  食品の安全性について

近年、食品業界におきましては、残留農薬問題、食品偽装問題、また東日本大震災に端を発する放射性物質による農

産品等の汚染問題が発生し、社会問題となっています。

当社の取扱商品におきましては、安全性につきましてRADIX基準を保持し、これを厳守するよう各取引先とRADIX基

準を遵守する条項を設けて、取引契約を交わしております。

取引開始にあたりましては、農産地や工場訪問を行い、圃場や製造現場においてRADIX基準が厳守されているかの

確認を行っております。また、食品関連法規等各種関連諸法規に違反しないことを保証する書面を仕入先から入手す

るなど、徹底した品質管理を行っております。

しかしながら、当社で取り扱っている惣菜や生鮮加工品について、衛生管理上の不注意による食中毒などの品質面

での問題が発生した場合には、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。さらに、当社

に限らず残留農薬問題、食品偽装問題、放射能汚染等が社会全般の消費行動に変化をもたらした場合などにも、当社

の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。

　
(3)  自然災害の影響について

農産品の栽培においては、長雨、猛暑、台風、冷害、干ばつなど天候に左右される傾向があり、また地震や津波、火山

噴火などの影響により農作業ができなくなる恐れもあり、結果として入荷時期、入荷数量、品質に影響を与えること

があります。また、農薬や化学肥料の使用を抑えた栽培を行うため、病害虫の影響を受ける可能性も高くなり生産技

術の高さが求められます。当社では、生産者の組織する団体「Radixの会」と協力し、病害虫の影響を軽減するような

生産技術の向上を進めるとともに、契約農家の増加と作付地域の特定集中の回避を推進しております。

しかしながら、産地における自然災害、病害虫等の影響により、収穫量が確保できない場合等には、当社の財政状態

または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。
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(4)  農畜産品の確保について

当社は、RADIX基準による農畜産品の生産を農畜産家に委託しておりますが、現在、農畜産家の高齢化、後継者不足

から生産規模の縮小や廃業などが生じています。

今後、このような傾向が続き、更なる生産規模の縮小や廃業により、当社基準で生産委託できる農畜産家が減少し

た場合、当社が必要とする販売数量を確保できなくなり、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性

があります。

　
(5)  仕入価格の変動について

当社では、仕入価格の変動に備えて、産地の分散、複数購買等により、低価格で安定的な購入に努めております。し

かしながら、食品原材料価格や穀物仕入価格の上昇、また穀物飼料高騰による精肉価格の上昇などが生じることと

なった場合、当社が必要とする販売数量を確保できなくなり、結果として当社の財政状態または経営成績等に影響を

およぼす可能性があります。

　
(6)  商品開発について

当社の商品開発は、RADIX基準に基づき、自ら企画した商品をメーカーと共に共同開発する体制をとっております。

当社の取引先等においても、不必要な食品添加物の使用を禁止する等のRADIX基準を遵守しており、取引開始後も、当

社は品質の安定を図るため定期的な技術指導を行っております。

しかしながら、メーカーとの共同開発体制が機能せず、今後、維持できない場合には、新商品の投入等ができなくな

り、結果として当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。

　
(7)  配送代理店について

当社が取り扱う商品配送については、一般運送業者ではなく、当社と専属契約している配送代理店によって行われ

ております。配送代理店の役割は、会員宅へ単に配送するだけではなく、当社の取扱商品の販売促進や新規会員の獲

得といった営業機能も担っております。従って、配送個数に応じて手数料を支払うのではなく配送エリアごとの売上

高や会員獲得数にリンクした報酬制度を採用しております。そのため、配送代理店に不測の事態が発生した場合に備

えて、当社では自社便での対応及び他の代理店間での配送エリアの補完体制を構築しておりますが、独自の営業体制

を敷いていることから配送網の再構築に費用と時間を費やす可能性があります。さらに、その結果として、当社の財

政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。

　
(8)  会員数について

会員数の推移は下表のとおりであります。

項目
第20期

(平成20年２月期)

第21期

(平成21年２月期)

第22期

(平成22年２月期)

第23期

(平成23年２月期)

第24期

(平成24年２月期)

期末会員数(人) 90,396 96,809 101,007 104,966 106,097

　
当社は、会員制の戸別宅配事業を営んでおり、会員数の増減は、当社の売上高の変動要因に大きな影響を与えます。

そのため、当社は、新規会員の集客活動を継続して行っております。加えて既存会員の退会抑止施策も行い、退会者数

の抑制にも注力しております。また、当社は、会員に継続して当社のサービスを受けていただくために、サービス提供

の充実や新商品の開発活動も積極的に行っております。

しかしながら、会員数の維持・拡大施策が計画通りに進捗せず、またサービスや新商品の開発が、会員の獲得、会員

の購買、会員数の維持に結びつかない場合には、当社の財政状態または経営成績等に影響をおよぼす可能性がありま

す。
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(9)  法的規制等について

当社は、特別栽培農産物(化学的に合成された農薬や化学肥料を減らして栽培するなど特色のある生産方法で生産

された農産物)等の宅配事業を行うにあたり、主に「食品衛生法」、「植物防疫法」及び「農林物資の規格化及び品

質表示の適正化に関する法律(JAS法)」等の規制を受けております。また、平成13年５月に施行された「食品循環資

源の再利用等の促進に関する法律」（食品リサイクル法）により年間100トン以上の食品廃棄物を排出する外食業

者（食品関連事業者）は、食品廃棄物の発生量の抑制、減量及び再生利用を通じて、食品残渣物の削減を義務付けら

れております。

当社は、これらの法律等を遵守するための管理体制及び従業員教育を徹底し、コンプライアンス体制の整備に努め

ております。しかしながら、これらの法律等に抵触した場合、またはこれらの法律等の改正または新たな法律の制定

などにより法的規制が強化された場合には、当社の主要な事業活動に支障をきたす可能性や、当社の財政状態または

経営成績等に影響をおよぼす可能性があります。

　
(10)  会員情報の管理について

当社は、事業の特性上、様々な個人情報を取り扱っております。これらの個人情報の管理については、社内規程の制

定、従業員への教育等管理を徹底しておりますが、予期せぬ事態により流出する可能性が皆無ではなく、このような

事態が生じた場合、当社の社会的信用に影響を与えるとともに、その対応のための多額の費用負担が発生する可能性

があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。

　
(1)　重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成されております。

当該財務諸表の作成にあたり、決算日における資産・負債の報告数値、並びに報告期間における収益・費用の報告数

値は、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づき、見積り及び判断を行っているものがありま

す。経営者は、これらの見積りについて過去の実績や状況に応じて合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積

り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　
当社の財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１ 財務諸表等　(1) 財務諸表　重要な会計方

針」に記載しております。

　
(2)　財政状態の分析

（流動資産）

当事業年度末における流動資産の残高は3,750百万円となり、前事業年度末残高4,300百万円と比較して549百万円

減少いたしました。この主な要因は、現金及び預金が324百万円減少、売掛金が351百万円減少したことによるもので

す。

（固定資産）

当事業年度末における固定資産の残高は3,695百万円となり、前事業年度末残高3,932百万円と比較して236百万円

減少いたしました。この主な要因は、のれんの償却により181百万円減少、除却によりソフトウエア仮勘定が71百万円

減少したことによるものです。

（流動負債）

当事業年度末における流動負債の残高は2,947百万円となり、前事業年度末残高3,202百万円と比較して255百万円

減少いたしました。この主な要因は、資産除去債務が54百万円増加しましたが、返済により短期借入金が200百万円減

少、未払法人税等が85百万円減少したことによるものです。

（固定負債）

当事業年度末における固定負債の残高は944百万円となり、前事業年度末残高1,199百万円と比較して254百万円減

少いたしました。この主な要因は、資産除去債務が133百万円増加しましたが、返済により長期借入金が402百万円減

少したことによるものです。

（純資産）

当事業年度末における純資産の残高は3,554百万円となり、前事業年度末残高3,830百万円と比較して276百万円減

少いたしました。この主な要因は、当期純損失の計上95百万円、剰余金の配当48百万円によりその他利益剰余金が143

百万円減少、自己株式の取得により137百万円減少したことによるものです。

　
(3)　経営成績の分析

（売上高）

当事業年度における売上高は22,046百万円（前期比0.1％増）と前事業年度とほぼ同等の水準となりました。

当事業年度においては、従来のラインアップに加え、産地を限定した商品や長引くデフレ傾向に対応したＰＢ商品

であるシンプルラインなどの新商品の開発、販売促進活動などのマーケティング力の強化を図り、売上高の増大に努

めてまいりました。なお、当事業年度末の登録会員数は、前事業年度末の登録会員数より1,131名増加し、106,097名と

なっております。
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（営業利益）

売上総利益は8,070百万円（前期比1.0％減）となり、売上総利益率は36.6％となりました。販売費及び一般管理費

は7,771百万円（前期比1.5％減）となりました。この主な要因といたしましては、震災の影響により上期は積極的な

営業施策を抑制したため、営業経費を中心とした販売費および一般管理費が抑えられたためであります。結果、営業

利益は299百万円（前期比14.2％増）となり、営業利益率は1.4％となりました。

（経常利益）

営業外損益は、支払利息の減少などにより差引20百万円の収益(純額)となりました。結果、経常利益は319百万円

（前期比8.5％増）となり、経常利益率は1.4％となりました。

（当期純損失）

特別損益は、資産除去債務会計基準適用に伴う影響額、固定資産除却損、TOB関連費用を特別損失に計上し、結果、当

期純損失は95百万円（前期は82百万円の当期純利益）となりました。

　
(4)　経営成績に重要な影響を与える要因について

「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」をご参照ください。

　
(5)　戦略的現状と見通し

今後の事業の見通しにつきましては、「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」をご参照ください。

なお、当社は、平成24年１月30日開催の取締役会において、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社の完全

子会社化を企図した当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けについて、賛同の意見を表明することを決

議いたしました。

　今後は、平成24年６月下旬に開催予定の臨時株主総会における当社の完全子会社化のための定款一部変更および全

部取得条項付普通株式の取得について承認の後、同日開催の普通株主による種類株主総会において、当社の完全子会

社化のための定款一部変更について承認がされた後、平成24年８月中に株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの完全

子会社となる予定であります。

　
(6） 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ324百万円減少し、816百万円となりました。

キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度において実施した設備投資等の金額は138,500千円であり、その主なものは、基幹システム（営業支援、

会員管理システム）の導入33,958千円、ウォーターサーバー金型の取得21,038千円及び英語サイト構築17,030千円で

あります。

なお、当事業年度において、固定資産に計上していたソフトウエア仮勘定の一部において、システム環境の変更やビ

ジネス環境の変化等により、継続利用および開発が困難となったため78,637千円の除却損を計上しております。

　
２ 【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は以下のとおりであります。

　
平成24年２月29日現在

事業所名
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)建物

機械及び
装置

車両
運搬具

工具、器具及
び備品

リース

資産
その他 合計

本社
(東京都港区)

事務所
基幹シス
テム

26,644 － － 12,05644,549308,453391,703
124
(48)

首都圏センター
(東京都板橋区)

物流設備 128,13914,839 69 813 15,1043,412162,379
46
(33)

神奈川センター
(神奈川県厚木市)

物流設備 24,0614,148 3 1,1199,706 － 39,039
15
(19)

北海道センター
(札幌市中央区)

物流設備 － － － － － － －
9

(25)

中部センター
(愛知県一宮市)

物流設備 26,7244,572 － 536 5,649 － 37,482
13
(12)

大阪センター
(大阪府東大阪市)

物流設備 59,6745,884 － 901 13,730 － 80,191
26
(18)

(注) １　現在休止中の主要な設備はありません。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定、ソフトウエア及びソフトウエア仮勘定であります。

４　従業員数は就業人員であり、(外書)は臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

５　上記の他、主要な設備として賃借している設備の内容は、以下のとおりであります。
　

事業所名
(所在地)

設備の内容
年間賃借料
(千円)

本社
(東京都港区)

事務所 80,862

首都圏センター
(東京都板橋区)

物流設備 102,152

神奈川センター
(神奈川県厚木市)

物流設備 71,995

北海道センター
(札幌市中央区)

物流設備 16,704

中部センター
(愛知県一宮市)

物流設備 20,147

大阪センター
(大阪府東大阪市)

物流設備 38,576
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６　リース取引開始日が、平成21年２月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る契約による主

な賃借設備は、以下のとおりであります。

事業所名
(所在地)

設備の内容 リース期間
（年）

年間リース料
(千円)

リース契約残高
(千円)

本社
(東京都港区)

情報機器等 ３ 13,459 7,361

首都圏センター
(東京都板橋区)

冷凍機器等 ３ 15,203 13,416

神奈川センター
(神奈川県厚木市)

冷凍機器等 ３ 3,632 6,263

北海道センター
(札幌市中央区)

情報機器 － － －

中部センター
(愛知県一宮市)

情報機器 － － －

大阪センター
(大阪府東大阪市)

冷凍機器等 ３ 2,087 6,783

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

本書提出日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

　
(1) 重要な設備の新設等

事業所名
（所在地）

設備の内容
投資予定額（千円） 資金調達

方法
着手年月

完成予定
年月

完成後の
増加能力総額 既支払額

本社
(東京都港区)

基幹システム 
ソフトウエア

183,100－ 自己資金
平成24年
３月

平成25年
２月

受発注等管理
業務の効率性
の強化

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。

　
(2) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(平成24年２月29日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年５月29日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 6,945,317 6,945,317
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数100株

計 6,945,317 6,945,317 － －
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　第２回新株予約権(平成17年７月25日臨時株主総会決議)

　 事業年度末現在
(平成24年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成24年４月30日)

新株予約権の数(個) 350（注）２ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 35,000（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 677（注）４ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から
平成24年７月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　677（注）４
資本組入額　339

同左

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については
取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)６ 同左

(注)　１　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものの個数及

び株式数を減じております。

２  平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で新株予約権１個

につき目的となる株式数は、85株から100株に増加しております。

３　平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で普通株式１株を

1.17648株の割合で分割しております。

４　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

  また、時価を下回る価額で新株式の発行を行う場合、または自己株式を処分する場合は、次の算式により払

込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

  なお、平成18年９月１日付でらでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）を吸収合併

しているため、発行価格は796円に調整し、さらに平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議

に基づき、発行価格は677円に調整しております。

５　新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社の取締役若しくは従業員の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職等その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

  その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受け

たものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところによる。
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６　組織再編成行為時の取扱い

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編成行為」と総称する。）をする場合には、組織再編成行為の効力発生の時点において行使されて

おらずかつ当社により取得されていない新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者

に対し、当該新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、会社法第２３６条第１項第８号のイからホまで

に掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」と総称する。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付する

ものとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行す

るものとする。ただし、以下の条件に合致する再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限る

ものとする。

ⅰ　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定され

る数とする。

ⅱ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

ⅲ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

ⅳ　交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

当初の新株予約権の行使時の払込金額を基準に組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される価

額に、交付する新株予約権１個当たりの目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる価額とす

る。

ⅴ　交付する新株予約権の行使期間

当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の初日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の末日までとする。

ⅵ　交付する新株予約権の行使の条件

(注)５に準じて決定する。

ⅶ　交付する新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

ⅷ　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

ⅸ　交付する新株予約権の取得

(注)７に準じて決定する。

７　新株予約権の取得条項

(1) 当社は、新株予約権者またはその相続人が権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新株予約

権を無償で取得することができる。

(2) 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合

は、新株予約権を無償で取得することができる。

(3) 当社は、新株予約権者がその在籍する当社の就業規則に定める懲戒の事由に該当した場合、その新株予約

権を無償で取得することができる。

８  株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその

後の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有している。
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②　第３回新株予約権(平成17年７月25日臨時株主総会決議)

　
事業年度末現在
(平成24年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成24年４月30日)

新株予約権の数(個) 20（注）２ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,000（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 677（注）４ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から
平成24年７月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　677(注)４
資本組入額　339

同左

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については
取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)６ 同左

(注)　１　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものの個数及

び株式数を減じております。

２  平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で新株予約権１個

につき目的となる株式数は、85株から100株に増加しております。

３　平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で普通株式１株を

1.17648株の割合で分割しております。

４　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　また、時価を下回る価額で新株式の発行を行う場合、または自己株式を処分する場合は、次の算式により払込

金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

  なお、平成18年９月１日付でらでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）を吸収合併

しているため、発行価格は796円に調整し、さらに平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議

に基づき、発行価格は677円に調整しております。

５　新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社の取締役若しくは従業員の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職等その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

  その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受け

たものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところによる。
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６　組織再編成行為時の取扱い

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編成行為」と総称する。）をする場合には、組織再編成行為の効力発生の時点において行使されて

おらずかつ当社により取得されていない新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者

に対し、当該新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、会社法第２３６条第１項第８号のイからホまで

に掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」と総称する。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付する

ものとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行す

るものとする。ただし、以下の条件に合致する再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限る

ものとする。

ⅰ　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定され

る数とする。

ⅱ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

ⅲ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

ⅳ　交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

当初の新株予約権の行使時の払込金額を基準に組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される価

額に、交付する新株予約権１個当たりの目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる価額とす

る。

ⅴ　交付する新株予約権の行使期間

当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の初日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の末日までとする。

ⅵ　交付する新株予約権の行使の条件

(注)５に準じて決定する。

ⅶ　交付する新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

ⅷ　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

ⅸ　交付する新株予約権の取得

(注)７に準じて決定する。

７　新株予約権の取得条項

(1) 当社は、新株予約権者またはその相続人が権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新株予約

権を無償で取得することができる。

(2) 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合

は、新株予約権を無償で取得することができる。

(3) 当社は、新株予約権者がその在籍する当社の就業規則に定める懲戒の事由に該当した場合、その新株予約

権を無償で取得することができる。

８　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその

後の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有している。
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　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　①　第４回新株予約権（平成19年２月16日臨時株主総会決議）

　
事業年度末現在
(平成24年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成24年４月30日)

新株予約権の数(個) 1,440（注）２ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 144,000（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 850（注）４ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年３月１日から
平成29年２月16日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　  850（注）４
資本組入額　425

同左

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については
取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)６ 同左

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)７ 同左

(注)  １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものの個数及

び株式数を減じております。

２  平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で新株予約権１個

につき目的となる株式数は、85株から100株に増加しております。

３　平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で普通株式１株を

1.17648株の割合で分割しております。

４　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

  また、時価を下回る価額で新株式の発行を行う場合、または自己株式を処分する場合は、次の算式により払

込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

  なお、平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、発行価格は850円に調整しており

ます。

５　新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社の取締役若しくは従業員の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職等その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

  その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受け

たものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところによる。
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６　組織再編成行為時の取扱い

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編成行為」と総称する。）をする場合には、組織再編成行為の効力発生の時点において行使されて

おらずかつ当社により取得されていない新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者

に対し、当該新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、会社法第２３６条第１項第８号のイからホまで

に掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」と総称する。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付する

ものとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行す

るものとする。ただし、以下の条件に合致する再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限る

ものとする。

ⅰ　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定され

る数とする。

ⅱ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

ⅲ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

ⅳ　交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

当初の新株予約権の行使時の払込金額を基準に組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される価

額に、交付する新株予約権１個当たりの目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる価額とす

る。

ⅴ　交付する新株予約権の行使期間

当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の初日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の末日までとする。

ⅵ　交付する新株予約権の行使の条件

(注)５に準じて決定する。

ⅶ　交付する新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

ⅷ　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

ⅸ　交付する新株予約権の取得

(注)７に準じて決定する。

７　新株予約権の取得条項

(1) 当社は、新株予約権者またはその相続人が権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新株予約

権者が有する新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合

は、新株予約権を無償で取得することができる。

(3) 当社は、新株予約権者がその在籍する当社の就業規則に定める懲戒の事由に該当した場合、その新株予約

権を無償で取得することができる。

８　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその

後の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有している。
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　②　第５回新株予約権（平成19年２月16日臨時株主総会決議）

　
事業年度末現在
(平成24年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成24年４月30日)

新株予約権の数(個) 1,210（注）２ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 121,000（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 850（注）４ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年３月１日から
平成29年２月16日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　  850（注）４
資本組入額　425

同左

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については
取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)６ 同左

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)７ 同左

(注)  １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものの個数及

び株式数を減じております。

２  平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で新株予約権１個

につき目的となる株式数は、85株から100株に増加しております。

３　平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で普通株式１株を

1.17648株の割合で分割しております。

４　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　また、時価を下回る価額で新株式の発行を行う場合、または自己株式を処分する場合は、次の算式により払込金

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

  なお、平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、発行価格は850円に調整しており

ます。

５　新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社の取締役若しくは従業員の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職等その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

  その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受け

たものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところによる。
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６　組織再編成行為時の取扱い

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編成行為」と総称する。）をする場合には、組織再編成行為の効力発生の時点において行使されて

おらずかつ当社により取得されていない新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者

に対し、当該新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、会社法第２３６条第１項第８号のイからホまで

に掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」と総称する。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付する

ものとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行す

るものとする。ただし、以下の条件に合致する再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限る

ものとする。

ⅰ　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定され

る数とする。

ⅱ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

ⅲ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

ⅳ　交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

当初の新株予約権の行使時の払込金額を基準に組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される価

額に、交付する新株予約権１個当たりの目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる価額とす

る。

ⅴ　交付する新株予約権の行使期間

当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の初日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の末日までとする。

ⅵ　交付する新株予約権の行使の条件

(注)５に準じて決定する。

ⅶ　交付する新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

ⅷ　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

ⅸ　交付する新株予約権の取得

(注)７に準じて決定する。

７　新株予約権の取得条項

(1) 当社は、新株予約権者またはその相続人が権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新株予約

権者が有する新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合

は、新株予約権を無償で取得することができる。

(3) 当社は、新株予約権者がその在籍する当社の就業規則に定める懲戒の事由に該当した場合、その新株予約

権を無償で取得することができる。

８　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその

後の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有している。
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　③　第６回新株予約権（平成19年２月16日臨時株主総会決議）

　
事業年度末現在
(平成24年２月29日)

提出日の前月末現在
(平成24年４月30日)

新株予約権の数(個) 190（注）２ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 19,000（注）３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 850（注）４ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年３月１日から
平成29年２月16日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　  850（注）４
資本組入額　425

同左

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については
取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)６ 同左

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)７ 同左

(注)  １　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等の理由により権利を喪失したものの個数及

び株式数を減じております。

２  平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で新株予約権１個

につき目的となる株式数は、85株から100株に増加しております。

３　平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で普通株式１株を

1.17648株の割合で分割しております。

４　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により１株あたりの払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　また、時価を下回る価額で新株式の発行を行う場合、または自己株式を処分する場合は、次の算式により払込金

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

  なお、平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、発行価格は850円に調整しており

ます。

５　新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社の取締役若しくは従業員の地位にある

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職等その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

  その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受け

たものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」で定めるところによる。
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６　組織再編成行為時の取扱い

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編成行為」と総称する。）をする場合には、組織再編成行為の効力発生の時点において行使されて

おらずかつ当社により取得されていない新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者

に対し、当該新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、会社法第２３６条第１項第８号のイからホまで

に掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」と総称する。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付する

ものとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行す

るものとする。ただし、以下の条件に合致する再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限る

ものとする。

ⅰ　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定され

る数とする。

ⅱ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

ⅲ　交付する新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

ⅳ　交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

当初の新株予約権の行使時の払込金額を基準に組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に決定される価

額に、交付する新株予約権１個当たりの目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる価額とす

る。

ⅴ　交付する新株予約権の行使期間

当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の初日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い

日から、当初の新株予約権の行使期間に定める行使期間の末日までとする。

ⅵ　交付する新株予約権の行使の条件

(注)５に準じて決定する。

ⅶ　交付する新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。

ⅷ　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

ⅸ　交付する新株予約権の取得

(注)７に準じて決定する。

７　新株予約権の取得条項

(1) 当社は、新株予約権者またはその相続人が権利を行使する条件に該当しなくなった場合は、その新株予約

権者が有する新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転の議案が当社株主総会で承認された場合

は、新株予約権を無償で取得することができる。

(3) 当社は、新株予約権者がその在籍する当社の就業規則に定める懲戒の事由に該当した場合、その新株予約

権を無償で取得することができる。

８　株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその

後の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有している。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 
(千円)

資本金残高
 
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年８月１日
(注)１

― 4,288,336 ― 407,650△287,9571,820,236

平成19年９月１日
(注)２

756,8055,045,141 ― 407,650 ― 1,820,236

平成20年１月31日
(注)３

△4 5,045,137 ― 407,650 ― 1,820,236

平成20年９月４日
(注)４

497,9725,543,109 ― 407,650 ― 1,820,236

平成20年９月４日
(注)５

△253,2925,289,817 ― 407,650 ― 1,820,236

平成20年12月８日
(注)６

1,470,0006,759,817410,130817,780410,1302,230,366

平成20年12月18日
(注)７

135,0006,894,81737,665 855,445 37,6652,268,031

平成21年１月26日
(注)８

1,0006,895,817 260 855,705 260 2,268,291

平成21年３月１日～
平成22年２月28日

(注)９
2,0006,897,817 520 856,225 520 2,268,811

平成22年３月１日～
平成23年２月28日

(注)10
41,5006,939,31710,790 867,015 10,7902,279,601

平成23年３月１日～
平成24年２月29日

(注)11
6,0006,945,3172,204 869,219 2,2042,281,805

(注) １　平成19年５月29日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振替で

あります。

２　平成19年７月19日開催の取締役会における株式分割決議に基づき、平成19年９月１日付で普通株式１株及び

Ａ種株式１株を1.17648株に分割して、発行済株式総数が普通株式718,809株、Ａ種株式37,996株増加してお

ります。

３　平成19年９月１日付の株式分割により生じた端数Ａ種株式４株につきましては、平成19年11月19日付の取締

役会における端数買取および消却決議に基づき、端数Ａ種株式４株を買取及び消却しております。

４　平成20年８月20日開催の取締役会におけるＡ種株式取得と引換えに普通株式を交付する決議に基づき、平成

20年９月４日付でＡ種株式１株に対して普通株式1.966株を割り当てており、それにより普通株式の発行済

株式が497,972株増加しております。

５　平成20年８月20日開催の取締役会におけるＡ種株式と引換えに普通株式を交付する決議に基づき、平成20年

９月４日付でＡ種株式253,292株を取得しており、同日付にてＡ種株式253,292株を消却しております。また

これにより発行済株式総数は、普通株式のみの5,289,817株となっております。

６　有償一般募集（ブックビルディング方式）

発行価格　　　600円　　引受価額　　　558円

発行価額　　　558円　　資本組入額　　279円

７　オーバーアロットメントによる売出に関連した第三者割当増資

割当先　　　野村證券株式会社

発行価格　　　600円　　引受価額　　　558円

発行価額　　　558円　　資本組入額　　279円
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８　新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ260千円増加してお

ります。

９　新株予約権の行使により、発行済株式総数が2,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ520千円増加してお

ります。

10　新株予約権の行使により、発行済株式総数が41,500株、資本金及び資本準備金がそれぞれ10,790千円増加し

ております。

11　新株予約権の行使により、発行済株式総数が6,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ2,204千円増加して

おります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成24年２月29日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 3 12 27 9 － 1,0771,128 －

所有株式数
(単元)

－ 1,1101,93416,5932,205 － 47,59769,4391,417

所有株式数
の割合
(％)

－ 1.59 2.79 23.90 3.18 － 68.54100.00 －

(注)　自己株式277,335株は「個人その他」に2,773単元、「単元未満株式の状況」に35株含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

平成24年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

ジャフコ・バイアウト２号
投資事業有限責任組合

東京都千代田区大手町１丁目５-１
（株式会社ジャフコ内）

3,238,229 46.62

日本レストランシステム株式会社 東京都渋谷区猿楽町10-11 1,480,000 21.30

緒方　大助 東京都文京区 199,800 2.87

らでぃっしゅぼーや従業員持株会
東京都港区芝公園３丁目１-13
アーバン芝公園４階

177,085 2.54

古原　岳志 東京都大田区 145,002 2.08

JAFCO　Buyout NO.2 Investment
Limited Partnership (Cayman)L.
P.(General Partner : JAFCO
Buyout No.2 General Partner
Limited)　（常任代理人　野村信託
銀行株式会社）

M&C Corporate Services Limited, PO Box
309GT, Ugland House, South Church
Street, George Town, Grand Cayman,
Cayman Islands （東京都千代田区大手町2
丁目2-2　アーバンネット大手町ビル19階）

134,926 1.94

東海東京証券株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅4丁目7番1号 119,200 1.71

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８-11 100,000 1.43

親跡　博史 東京都豊島区 92,104 1.32

モルガンスタンレーアンドカンパ
ニーインターナショナルピーエル
シー　（常任代理人　モルガン・ス
タンレーＭＵＦＧ証券株式会社）

25 Cabot Square, Canary Wharf, London
E14 4QA,U.K.　（東京都渋谷区恵比寿４丁目
20-３　恵比寿ガーデンプレイスタワー）

40,100 0.57

計 － 5,726,446 82.45

(注)１　上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式は、全て信託業務に係るものであり

ます。

２　上記のほか当社所有の自己株式277,335株（3.99％）があります。

３　次の法人から、平成24年３月15日に大量保有報告書の写しの送付があり、次のとおり株式を保有している旨報

告を受けておりますが、当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモは、平成24年１月31日から同年３月12日まで当社の株券等に対し公開買

付けを実施し、同年３月19日に4,973,668株（71.61％）を取得いたしました。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

株式会社エヌ・ティ・ティ・
ドコモ

東京都千代田区永田町２丁目11番１号
山王パークタワー

4,973,668 71.61
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(8) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成24年２月29日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 277,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,666,600 66,666
株主としての権利内容に何ら制限
のない標準となる株式

単元未満株式 普通株式 1,417 － －

発行済株式総数 　 6,945,317 － －

総株主の議決権 　 － 66,666 －

(注)　「単元未満株式数」には、当社所有の自己株式35株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成24年２月29日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

らでぃっしゅぼーや株式会社

東京都港区芝公園

３丁目１-13

 

277,300

 

－

 

277,300

 

3.99

計 － 277,300 － 277,300 3.99
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、平成13年改正旧商法及び会社法に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　

①  第２回新株予約権(平成17年７月25日臨時株主総会決議)

当社の役員及び従業員の業績向上へのインセンティブを高めるとともに、優秀な人材を確保することを狙いとし

て、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき導入しております。

　
決議年月日 平成17年７月25日

付与対象者の区分及び人数 役員１名及び従業員(グループリーダー、センター長及び課長以上)32名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

(注)  株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその後

の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有しております。

　

②  第３回新株予約権(平成17年７月25日臨時株主総会決議)

当社の従業員の業績向上へのインセンティブを高めるとともに、優秀な人材を確保することを狙いとして、平成13

年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき導入しております。

　
決議年月日 平成17年７月25日

付与対象者の区分及び人数 従業員(副本部長及びグループリーダー)３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

(注)  株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその後

の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有しております。
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③  第４回新株予約権(平成19年２月16日臨時株主総会決議)

当社の役員の業績向上へのインセンティブを高めるとともに、優秀な人材を確保することを狙いとして、会社法に

基づき、平成19年２月16日の臨時株主総会において決議されたものであります。

　
決議年月日 平成19年２月16日

付与対象者の区分及び人数 役員６名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

新株予約権の取得条項に関する事項 同上

(注)  株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその後

の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有しております。

　

④  第５回新株予約権(平成19年２月16日臨時株主総会決議)

当社の従業員の業績向上へのインセンティブを高めるとともに、優秀な人材を確保することを狙いとして、会社法

に基づき、平成19年２月16日の臨時株主総会において決議されたものであります。

　
決議年月日 平成19年２月16日

付与対象者の区分及び人数 従業員146名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

新株予約権の取得条項に関する事項 同上

(注)  株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその後

の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有しております。
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⑤  第６回新株予約権(平成19年２月16日臨時株主総会決議)

当社の従業員の業績向上へのインセンティブを高めるとともに、優秀な人材を確保することを狙いとして、会社法

に基づき、平成19年２月16日の臨時株主総会において決議されたものであります。

　
決議年月日 平成19年２月16日

付与対象者の区分及び人数 従業員(契約社員)65名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(２)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

同上

新株予約権の取得条項に関する事項 同上

(注)  株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる当社普通株式および新株予約権に対する公開買付けおよびその後

の諸手続きの結果、本書提出日の前月末現在、同社は全ての新株予約権を保有しております。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成23年４月15日)での決議状況
(取得期間　平成23年４月25日～平成23年９月30日)

100,000 70,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 100,000 65,168

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 4,831

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 6.9

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 0.0 6.9

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成23年８月26日)での決議状況
(取得期間　平成23年９月１日～平成23年11月22日)

100,000 80,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 100,000 72,202

残存決議株式の総数及び価額の総額 0 7,797

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.0 9.7

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 0.0 9.7

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 35 34

当期間における取得自己株式 10 ９

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成24年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移
転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 277,335 － 277,345 －

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成24年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含めておりません。

　
３ 【配当政策】

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして考え、今後とも収益力の向上と経営基盤の強化に努

めるとともに、利益配分につきましては、業績の見通し、配当性向、内部留保の水準などを総合的に判断しながら、長

期にわたり安定的な配当を維持継続していくことを基本方針としております。当社は、会社法第454条第５項の規定

に基づき、取締役会の決議によって中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

当社の親会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモは、当社を完全子会社化することを企図して、平成24年１

月31日から平成24年３月12日までの期間、当社の普通株式および新株予約権に対する公開買付け（以下「本公開買

付け」といいます。）を行い、本公開買付けは平成24年３月12日に成立いたしました。本公開買付けに先立って、当社

は、平成24年１月30日開催の取締役会において、本公開買付けについて賛同の意見を表明することを決議いたしまし

た。その際に、当社は、同日開催の取締役会において、当事業年度の普通株式の期末配当を無配とすることを決議させ

ていただきました。また、中間配当をいたしませんでしたので、当事業年度の年間配当は、無配となります。

内部留保資金につきましては、借入金返済などの企業体質強化に活用し、より一層の財務健全性の向上に努めたい

と考えております。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期

決算年月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月

最高(円) － 765 768 590 990

最低(円) － 485 427 406 451

(注)　最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１日か

ら平成22年10月11日までは大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであり、平成22年10月12日以降は

大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年９月 10月 11月 12月 平成24年１月 ２月

最高(円) 735 762 750 750 873 990

最低(円) 640 702 720 701 696 986

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
社長

－ 緒  方  大  助 昭和35年６月９日生

昭和61年９月

　

株式会社チシマ・ビジネス・コーポ
レーション入社

（注３） －

平成元年３月

　
有限会社ウイングコーポレーション
入社

平成５年２月

　

キューサイ青汁株式会社(現キュー
サイ株式会社)入社

平成12年１月

　
　

環ネットワーク株式会社(旧ら
でぃっしゅぼーや株式会社)代表取
締役社長

平成18年３月

　
　

株式会社ジャフコ・エスアイジーＮ
ｏ．７（現らでぃっしゅぼーや株式
会社）取締役

平成18年６月

　
　

ジャフコ・らでぃっしゅＭＢＯ株式
会社（現らでぃっしゅぼーや株式会
社）代表取締役社長（現任）

代表取締役
副社長

－ 小  関  　純 昭和34年２月13日生

昭和57年４月

　

日本電信電話公社（現日本電信電話
株式会社）入社

（注３） －

平成４年７月

　
　

エヌ・ティ・ティ移動通信網株式会
社（現株式会社エヌ・ティ・ティ・
ドコモ）設備部担当課長

平成17年７月同社プロダクトビジネス部担当部長

平成19年４月

　

同社モバイルデザイン推進室担当部
長

平成19年６月同社長野支店長

平成21年７月同社法人ビジネス戦略部長

平成22年７月

　

同社法人ビジネス戦略部長　第三法
人営業部長兼務

平成23年６月

平成24年５月

　

同社法人ビジネス戦略部長

現らでぃっしゅぼーや株式会社代表
取締役副社長（現任）

専務取締役 事業本部長 古  原  岳  志 昭和34年３月19日生

昭和57年４月

　

日本信託銀行株式会社(現三菱ＵＦ
Ｊ信託銀行株式会社)入行

（注３） ２

平成12年３月

　
　

環ネットワーク株式会社(旧ら
でぃっしゅぼーや株式会社)入社総
合企画部長

平成12年４月同社取締役総合企画部長

平成12年５月同社取締役管理本部長

平成12年９月同社取締役事業本部長

平成14年９月同社取締役管理本部長兼営業本部長

平成15年９月

　

同社常務取締役営業本部長兼経営企
画室長

平成17年３月同社常務取締役営業本部長

平成18年２月

　

同社常務取締役営業本部長兼経営企
画室長

平成18年３月

　
　

株式会社ジャフコ・エスアイジーＮ
ｏ．７（現らでぃっしゅぼーや株式
会社）取締役

平成18年９月

　

現らでぃっしゅぼーや株式会社常務
取締役営業本部長兼経営企画室長

平成19年１月当社常務取締役事業本部長

平成19年９月

　

当社常務取締役事業本部長兼品質保
証部長

平成21年３月

　

当社常務取締役事業本部長兼ＳＣＭ
部長

平成21年５月

　

当社専務取締役事業本部長兼ＳＣＭ
部長

平成22年５月当社専務取締役事業本部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常務取締役 管理本部長 秋  田  二  郎 昭和38年12月16日生

昭和61年４月

　

株式会社トーメン(現豊田通商株式
会社)入社

（注３） 28

平成３年10月

　

タクシンホテルホールディング社財
務部長（出向）

平成11年12月株式会社光通信入社

平成12年４月同社財務部長

平成12年11月同社執行役員（財務担当）

平成14年８月

　

株式会社アーニーコーポレーション
代表取締役

平成16年６月株式会社カネボウ化粧品入社

平成16年10月同社管理本部長

平成17年１月同社執行役管理本部長

平成18年１月同社執行役アジア営業推進室長

平成18年９月

　

現らでぃっしゅぼーや株式会社取締
役管理本部長

平成19年１月

　

当社取締役管理本部長兼経営企画室
長

平成19年９月当社取締役管理本部長兼総務部長

平成21年３月

　

当社取締役管理本部長兼経営企画部
長

平成21年５月

　

当社常務取締役管理本部長兼経営企
画部長

平成23年３月当社常務取締役管理本部長（現任）

取締役 品質保証部長 親  跡  博  史 昭和34年５月25日生

昭和59年４月株式会社シジシージャパン入社

（注３） ４

平成13年２月

　
キューサイ株式会社入社営業本部
ケール栽培部長

平成14年７月同社青汁事業本部ケール栽培部長

平成14年９月

　
　

らでぃっしゅぼーや株式会社（旧ら
でぃっしゅぼーや株式会社）取締役
商品本部長兼品質保証室長

平成16年10月同社取締役商品本部長

平成18年３月

　
　

株式会社ジャフコ・エスアイジーＮ
ｏ．７（現らでぃっしゅぼーや株式
会社）取締役

平成18年９月

　

現らでぃっしゅぼーや株式会社社取
締役商品本部長

平成19年１月

　

当社取締役兼ＳＣＭ部長兼品質保証
部長

平成19年９月当社取締役兼ＳＣＭ部長

平成21年３月当社取締役兼品質保証部長

平成22年３月当社取締役兼営業部長

平成23年３月当社取締役兼品質保証部長（現任）

取締役 ＭＤ部長 福 江  敬太郎 昭和35年６月10日生

昭和61年７月産業開発機構株式会社入社

（注３） 92

平成元年10月

　

環ネットワーク株式会社（旧ら
でぃっしゅぼーや株式会社）入社

平成12年５月同社事業本部物流管理部長

平成14年３月同社事業本部西日本支社長

平成16年３月同社営業本部副本部長

平成18年５月同社取締役営業本部副本部長

平成18年６月

　
　

ジャフコ・らでぃっしゅＭＢＯ株式
会社（現らでぃっしゅぼーや株式会
社）取締役

平成18年９月当社取締役営業本部副本部長

平成19年１月当社取締役兼営業部長

平成22年３月当社取締役兼品質保証部長

平成23年３月当社取締役兼MD部長（現任）

取締役

　

大　道　和　宏 昭和38年４月16日生

昭和63年４月

　

INSエンジニアリング株式会社（現
ドコモ・システムズ株式会社）入社

（注３） －

　
平成20年７月

　

同社モバイルネットワーク事業部担
当部長

　
平成20年10月

　

同社サービスプラットフォーム事業
部担当部長

－
平成22年10月

　

同社経営企画部担当部長CliNIC事業
部担当部長兼務

　 平成22年11月同社経営企画部担当部長

　
平成23年７月

　
　

同社サービスプラットフォーム事業
部担当部長　経営企画部担当部長兼
務

　

平成24年４月

平成24年５月

　

同社経営企画部担当部長

現らでぃっしゅぼーや株式会社取締
役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

　

江  藤  俊  弘 昭和42年３月８日生

平成２年４月 日本電信電話株式会社入社

（注３） －

　
平成14年５月

　

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ
モバイルEC推進室主査

　 平成15年４月同社モバイルEC推進室担当課長

　
平成16年７月

　

同社マルチメディアサービス部担当
課長

－
平成20年10月

　

同社フロンティアサービス部担当部
長

　
平成23年４月

　

同社フロンティアサービス部担当部
長　経営企画部担当部長兼務

　

平成24年４月

　
平成24年５月

　

同社フロンティアサービス部担当部
長（現任）

現らでぃっしゅぼーや株式会社取締
役（現任）

常勤監査役 － 比  嘉  勝  隆 昭和28年２月２日生

昭和46年４月

　

日本電信電話公社（現日本電信電話
株式会社）入社

（注４） －

平成11年１月

　
　

エヌ・ティ・ティ移動通信網株式会
社（現株式会社エヌ・ティ・ティ・
ドコモ）財務部担当部長

平成13年４月
西日本電信電話株式会社　人事部担
当課長

平成13年10月同社人事部担当部長

平成16年６月

　
　

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ
四国（現株式会社エヌ・ティ・ティ
・ドコモ）経理部長

平成20年７月

　
平成24年５月

　

ドコモ・サービス株式会社　経理部
長

現らでぃっしゅぼーや株式会社監査
役（現任）

監査役 － 今  村  正  昭 昭和20年８月23日生

昭和43年８月的場(現九段)公認会計士事務所入所

（注４） －
昭和48年５月今村公認会計士事務所開設(現任)

平成17年６月住金物産株式会社監査役(現任)

平成19年５月

　

現らでぃっしゅぼーや株式会社監査
役（現任）

監査役 － 秋  山  　進 昭和38年９月７日生

昭和62年４月株式会社リクルート入社

（注４） －

平成７年４月

　

同社人材総合サービス事業本部企画
室課長

平成12年４月

　
有限会社秋山進事務所開設　代表取
締役（現任）

平成15年12月

　
　

特定非営利活動法人インディペンデ
ント・コントラクター協会設立　理
事長

平成16年10月

　

株式会社カネボウ化粧品　チーフコ
ンプライアンスオフィサー代行

平成18年10月

　
　

株式会社ジュリアーニ・コンプライ
アンス・ジャパン　マネージング・
ディレクター

平成20年７月

　
　
　

プリンシプル・コンサルティング合
同会社（現プリンシプル・コンサル
ティング株式会社）設立　代表取締
役（現任）

平成22年１月

　

財団法人日本数字検定協会　専務理
事兼事務局長

平成22年６月

　
　

特定非営利活動法人インディペンデ
ント・コントラクター協会　顧問
（現任）

平成23年５月

　

現らでぃっしゅぼーや株式会社監査
役（現任）

計 126

(注) １ 取締役江藤俊弘は、会社法第２条第16号に定める社外取締役であります。

２ 監査役比嘉勝隆、今村正昭及び秋山進は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

     ３ 取締役の任期は、平成24年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年２月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

     ４ 監査役の任期は、平成22年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年２月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

イ　企業統治の体制の概要

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、①経営者が株主から委任された経営責任を適切な

意思決定に基づき有効に実施・遂行できる体制を構築・運営していくこと、②意思決定に基づく経営者の職務執

行、経営管理を監視監督できる体制を構築・運営していくことの２点を重要項目としております。

また、経営管理機能を強化するうえで、コーポレート・ガバナンスの強化は重要な課題と認識しておりますので、

経営における透明性を高める等、積極的な取組みを進めております。

　
　当社は監査役制度を採用しており、取締役会と監査役会により取締役の業務執行の監督及び監視を行っておりま

す。

　取締役会は、本書提出日現在、８名で構成されており、毎月１回の開催に加え、必要に応じて随時開催されておりま

す。取締役会におきましては、取締役会規則に基づき取締役の業務執行を監督するとともに、経営執行に係る重要事

項について審議・決議しております。また意思決定の透明性、公平性の確保に努めております。

　監査役会は、定例的に月に１回開催し、監査役は監査状況を報告するとともに、意見を聴取しております。

　経営会議は、毎週１回の開催に加え、必要に応じて随時開催されております。代表取締役社長の諮問機関として位

置づけ、常勤取締役及び各部門長が出席し、経営に関する重要事項、全社あるいは各部門の経営課題等について協議

しております。経営会議を開催することで、審議される課題等の最終決定に至る過程の透明性を高めるとともに、効

率的な会社運営を図っております。

　
ロ　内部統制システムの整備の状況

　A．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(a)取締役会は、「取締役会規則」等の職務の執行に関する社内規程を制定し、取締役・使用人は定められた社内

規程に従い、業務を執行しております。

(b)取締役会は、業務執行の法令・定款への適合性を確保するため、監査役の出席のもと、原則として毎月開催し、

経営に係る取締役の職務執行の監督を行っております。

(c)取締役は、経営に関する重要な事項について、「経営会議規程」に基づき、経営会議において他の出席者の意見

を参考にし、十分な議論を行い審議・決定しております。取締役は、経営会議で審議・決定された議案のうち

「取締役会規則」に定めのある重要事項について、取締役会に送付し審議・決定しております。

(d)代表取締役社長は、経営理念、コンプライアンス行動指針を制定することにより、当社の社会的責任を明確に

し、それを役職員に周知徹底させることによって法令遵守をあらゆる企業活動の前提としております。
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(e)監査役は、「監査役会規則」、「監査役監査基準」に基づき、取締役会への出席、業務状況の調査等を通じ、取締

役の職務執行の監査を行っております。また、当社のコンプライアンス体制及びその運用に問題があると認め

るときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めております。

(f)内部監査室は、法令等の遵守状況を監査し、代表取締役社長並びに必要に応じて取締役会及び監査役会に報告

しております。

(g)社内規程として「内部通報規程」を定め、法令・定款・社内規程に違反する行為等があった場合に通報できる

内部通報制度の窓口（常勤監査役及び内部監査室長）を設置しております。

　
　B．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(a)取締役の職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。）の他、契約書、稟議書等について関連資料と併せ

て、法令や「文書管理規程」に基づき適切に保存及び管理を行っております。

・株主総会議事録

・取締役会議事録

・経営会議議事録

・重要な会議体及び委員会の議事録

(b)取締役及び監査役は、これらの文書等を必要に応じて閲覧または謄写しております。

(c)法令または証券取引所の規則等に情報の開示を定められている事項は、速やかに開示しております。

(d)電磁的記録等に関わるシステムを「情報管理関係規程」に従い安全に管理し、不測の事態にも適切に対応でき

る体制を整備しております。

　
　C．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a)取締役会を原則毎月開催する他、必要に応じて適時臨時に開催しております。また、法令等に従い、書面等にて

取締役会決議を行えるものとしております。

(b)経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、経営会議を原則として週１回開催し、これらの審議を経

て業務執行の決定を行っております。

(c)取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「職務分掌・職務権限規程」、「稟議規程」等に

おいて、それぞれの責任者及びその権限、執行手続について定めております。

(d)取締役の職務分担を明確にし、業務の効率的な遂行を図っております。

(e)取締役会は全社的な目標を定め、中期経営計画及び単年度経営計画を策定し、各取締役は全社目標達成に向け

て職務分担における部門目標の設定、予算管理、具体策の立案と実施を行っております。

(f)月次業績はＩＴを活用したシステムにより迅速にデータ化され、各取締役に報告されております。また、全社及

び各部門業績のレビューと差異分析により、随時、改善策の実施と必要に応じた目標の修正を行っております。

　
　D．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社の親会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモとは、相互の自主性・自律性を十分に尊重しつつ連携を

図るとともに、同社との間の取引等について、法令に従い適切に行うこと等を基本方針としております。

　また、当社は子会社を有しておらず、現時点において本体制についての方針は定めていないが、基本的に当社に準

じた体制とするものとしております。

　なお、子会社の取締役に当社の取締役または使用人を派遣することがあります。

　
　E．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

(a)監査役が監査役会事務局とは別に、監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めたときは、取締役と監

査役が協議を行い、当社の使用人から監査役補助者を任命するものとしております。

(b)（a）の使用人の取締役からの独立性を確保するために、監査役は（a）の使用人の人事について事前に報告を

受け、必要な場合は会社に対して変更を申し入れることができるものとしております。

　
　F．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及びその他監査役の

監査が実効的に行われることを確保するための体制
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(a)代表取締役社長は、監査役との間で定期的に意見交換を行う機会を設けております。

(b)常勤監査役は、取締役会、経営会議その他の重要な会議に出席し、当社の業務執行に関する報告を受けておりま

す。また、その状況を監査役会に報告するものとしております。

(c)取締役及び使用人は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項がある場合は、監査役に直ちに報告し

ております。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることが

できます。

(d)取締役は、「内部通報規程」を定め、その適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアン

ス上の問題について監査役への適切な報告体制を確保しております。

(e)監査役は、会計監査人、内部監査室と相互に情報・意見交換を行い、監査業務の充実を図っております。

　
ハ　リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制につきましては、取締役会にて「危機管理規程」を損失のリスクの管理に関する統括的規程と位

置づけており、以下の３つの委員会を常設し、損失のリスクの管理にあたっております。

　A．危機管理委員会

管理部門担当役員を委員長として、事業継続のリスク管理を目的としております。

平時には潜在リスクの予防と表面化したリスクの収拾を行い、また万一危機が発生した際には統制の取れた速

やかな対応を取ることによって損失を最小にとどめる事を目的としております。委員長は、リスク情報をすべて

代表取締役社長並びに常勤監査役に報告し、代表取締役社長並びに常勤監査役はいつでも必要に応じて危機管理

委員会に対してリスク情報の報告を求めることができるようにしております。

　B．コンプライアンス委員会

管理部門担当役員を委員長として、法令違反の予防を目的としております。

法令遵守に関する問題把握及び課題解決のための計画等を立案し、主管部門に実施させております。また、当社

の役員・従業員が一人ひとり、社会から求められる価値観・倫理観によって誠実に行動することを周知させ、そ

れを通して公正かつ適切な経営を実現するようにしております。

　C．基準委員会

品質保証部長を委員長として、当社の事業活動における各行為（商品開発その他すべて）において、当社の

（商品）品質基準である「RADIX基準」に則した決定を行うこと並びに、お客様の安全・安心を維持することを

目的としております。

また、当社はコンプライアンス経営の強化を図るため、内部通報制度を設け、従業員等からの組織的又は個人的な

法令違反等に関する相談又は通報の適正な処理の仕組みを整備することにより、違法や不正行為等の早期発見と是

正に努めております。

　
②　内部監査及び監査役監査

イ　内部監査

代表取締役社長直轄部門として内部監査室を設置しており、業務の適法な遂行状況、リスク管理への対応などを

含めた業務の妥当性等の監査を継続的に行っております。これらの監査は、内部監査規程に基づき実施しており、結

果についてはその都度代表取締役社長に報告されております。

ロ　監査役監査

監査役は、社外常勤監査役１名と社外監査役２名であり、月次で開催される取締役会（月次決算承認）へ出席し

月次業績を把握するとともに、決算時の実地棚卸の立会いや決算書類等の検討を行うことにより、会社法計算書類

等の適法性の監査を実施するとともに、社内の各種委員会や重要な会議にもオブザーバーとして積極的に参加し、

社内動向の把握に努めるとともに、取締役の業務執行状況の監査を実施しております。

また、監査役会を定期的に月１回開催し、常勤監査役は各部門への往査及び関係者へのヒアリングを通じ、経営課

題の進捗状況の把握など監査状況を報告するとともに、意見を聴取し、当社のコンプライアンス体制及びその運用

に問題があると認めるときは意見を述べ、改善策の策定を求めております。

ハ　内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

内部監査、監査役及び会計監査人は、三様監査連絡会を半年毎に開催し、情報交換を行い、連携強化に努めており

ます。
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③　社外取締役及び社外監査役

イ　社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他利害関係

当社は、社外取締役が１名おります。また社外監査役が３名おります。

社外取締役である江藤俊弘は、当社の親会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの業務執行者でありま

す。

社外監査役である比嘉勝隆は、当社の親会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの子会社であるドコモ・

サービス株式会社の業務執行者であります。

　また、社外監査役である今村正昭とは、監査役就任前の平成13年４月１日から平成19年５月28日まで税務コンサル

ティング契約に基づく顧問料の支払いを行っておりましたが、当社監査役就任と同時に税務コンサルティング契約

を解約しております。なお、社外監査役である秋山進は、当社との人的関係、資本的関係及び取引関係その他利害関

係は一切ありません。

ロ　選任理由並びに機能及び役割

社外取締役江藤俊弘は、当社の親会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの業務執行者であり、新規ビジ

ネスの企画・運営等に関する豊富な経験と見識をもとに、当社の経営全般に助言を受けるため選任しております。

社外監査役比嘉勝隆は、当社の親会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの子会社の業務執行者であり、

長年にわたり財務、人事、経理部門の要職を歴任するなど豊富な経験を有しており、これに基づく幅広い見識を当社

の監査に反映いただくため選任しております。

社外監査役今村正昭は、公認会計士として、財務及び会計に関する専門的な知見を有しており、また、他社での監

査役としての経験から、適宜適切な意見を表明しております。監査体制の強化を図るとともに意思決定の妥当性・

適正性を確保するための意見を期待できるものと判断しております。

社外監査役秋山進は、他社での経営者としての経験やコンプライアンスとリスク管理の体制構築・運用を行った

実績から専門的な知見を有しており、適宜適切な意見を表明しております。監査体制の強化を図るとともに意思決

定の妥当性・適正性を確保するための意見を期待できるものと判断しております。

ハ　社外取締役及び社外監査役の責任免除に関する事項

当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間で法令の定める額を限度として、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

　これは、職務の執行にあたり、期待される役割を十分に果たすことができるようにするためであります。

なお、社外取締役の江藤俊弘、社外監査役の比嘉勝隆、今村正昭、秋山進とは当該契約を締結しております。
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④　役員の報酬等

イ　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)
対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

役員賞与
引当金
繰入額

役員退職
慰労引当金
繰入額

取締役 109,924 94,824 － － 15,100 ５

監査役
(社外監査役を除く。)

5,440 5,040 － － 400 １

社外監査役 5,000 5,000 － － － ３

ロ　役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

当社には、使用人を兼務している役員はおりません。

ニ　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

役員の報酬は、経営内容及び世間水準、従業員給与とのバランス等を勘案の上、役員ごとに決定しております。

役員報酬限度額は、「役員報酬」、「役員退職慰労引当金繰入額」及び「役員賞与引当金繰入額」の計上額の合

計となり、平成24年５月25日開催の定時株主総会において、取締役が年間180,000千円以内、平成18年８月17日開催

の臨時株主総会において、監査役が年額20,000千円以内と決議されております。また、取締役賞与につきましては業

績連動型を採用しており、期初（毎年４月発表）の業績予想の当期純利益を超過した額の３分の１以内としており

ます。

　
⑤　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　　銘柄数　５銘柄（非上場株式）

　　貸借対照表計上額の合計　　26,021千円

ロ　保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

　
⑥  会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士

は齋藤淳及び長村彌角であり、有限責任監査法人トーマツに所属しております。当社の会計監査業務に係る補助者

は、公認会計士３名、その他５名であります。

なお、継続監査年数が７年以内のため、年数の記載を省略しております。

会計監査人につきましては、有限責任監査法人トーマツが平成24年５月25日開催の定時株主総会をもって任期満

了となり、同定時株主総会にて新たに有限責任 あずさ監査法人を選任しております。

　
⑦　取締役の定数

当社の取締役は３名以上９名以内とする旨を定款に定めております。

　
⑧　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。
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⑨　自己株式の取得に関する事項

当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己株式を取得することができる旨を定

款に定めております。これは、経営環境に応じた機動的な資本政策を遂行できるようにするものであります。

　
⑩　中間配当に関する事項

当社は、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の決議によって中間配当をすることができる旨を定款に

定めております。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、機動的な利益還元を可能とするものであり

ます。

　
⑪　取締役及び監査役の責任免除に関する事項

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の取締役（取締役で

あった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において免除すること

ができる旨を定款に定めております。これは、職務の執行にあたり期待される役割を十分に果たすことができるよ

うにするためであります。

　
⑫　社外取締役及び社外監査役の責任免除に関する事項

当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役との間で法令の定める額を限度として、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。

これは、職務の執行にあたり、期待される役割を十分に果たすことができるようにするためであります。

なお、社外取締役の江藤俊弘、社外監査役の比嘉勝隆、今村正昭、秋山進の４名とは当該契約を締結しております。

　
⑬　株主総会の特別決議案件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権数の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権数の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会における定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもの

であります。

　
(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づ
く報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づ
く報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

25,000 － 23,000 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　
③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

該当事項はありません。

（当事業年度）

該当事項はありません。
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④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する報酬については、監査計画に基づく監査日数、当社の規模や業務の特性等の要

素を勘案し、監査公認会計士等と協議を行い、監査役会の同意を得た上で、監査報酬を決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成22年３月１日から平成23年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成23年３月１日から平成24年２月29日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成22年３月１日から平成23年２月28日ま

で）及び当事業年度（平成23年３月１日から平成24年２月29日まで）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツ

により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は、子会社を有していないため、連結財務諸表は作成しておりません。

　

４　財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を適切

に把握し、又は会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基

準機構へ加入し、会計基準等にかかる情報を取得するとともに、監査法人等が主催するセミナー等に随時参加しており

ます。
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１　【財務諸表等】
(1)　【財務諸表】
①　【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,140,998 816,859

売掛金 2,523,429 2,171,987

商品及び製品 503,782 449,883

原材料及び貯蔵品 34,970 29,330

前払費用 70,134 97,661

繰延税金資産 149,337 155,917

1年内回収予定の関係会社長期貸付金 － 10,000

未収入金 135,373 136,151

その他 10,944 43,379

貸倒引当金 △268,553 △160,432

流動資産合計 4,300,417 3,750,739

固定資産

有形固定資産

建物 925,532 1,087,603

減価償却累計額 △648,359 △822,359

建物（純額） 277,172 265,244

機械及び装置 156,039 158,611

減価償却累計額 △122,372 △129,166

機械及び装置（純額） 33,667 29,445

車両運搬具 5,152 5,152

減価償却累計額 △5,040 △5,079

車両運搬具（純額） 112 73

工具、器具及び備品 60,651 77,784

減価償却累計額 △53,833 △62,356

工具、器具及び備品（純額） 6,817 15,427

リース資産 159,996 168,105

減価償却累計額 △42,926 △79,065

リース資産（純額） 117,070 89,039

建設仮勘定 － 4,300

有形固定資産合計 434,840 403,530

無形固定資産

のれん 2,727,959 2,546,095

商標権 3,120 2,134

意匠権 160 131

ソフトウエア 329,978 290,093

ソフトウエア仮勘定 88,833 17,472

電話加入権 3,276 3,276

無形固定資産合計 3,153,328 2,859,202
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

投資その他の資産

投資有価証券 13,541 26,021

関係会社株式 4,880 29,380

長期貸付金 795 －

関係会社長期貸付金 16,550 6,550

破産更生債権等 46,219 45,737

繰延税金資産 108,839 147,389

差入保証金 199,510 200,015

その他 － 23,625

貸倒引当金 △46,219 △45,737

投資その他の資産合計 344,117 432,981

固定資産合計 3,932,286 3,695,714

資産合計 8,232,704 7,446,453

負債の部

流動負債

買掛金 1,559,093 1,523,361

短期借入金 ※
 200,000

※
 －

1年内返済予定の長期借入金 402,000 402,000

リース債務 37,824 39,729

未払金 627,799 598,900

未払費用 72,341 79,476

未払法人税等 142,209 56,307

前受金 402 712

賞与引当金 85,799 87,431

販売促進引当金 7,040 10,580

資産除去債務 － 54,781

その他 68,251 93,857

流動負債合計 3,202,763 2,947,138

固定負債

長期借入金 797,000 395,000

リース債務 91,230 60,119

退職給付引当金 240,104 271,993

役員退職慰労引当金 65,800 81,300

資産除去債務 － 133,806

その他 5,001 2,503

固定負債合計 1,199,136 944,722

負債合計 4,401,899 3,891,861
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

純資産の部

株主資本

資本金 867,015 869,219

資本剰余金

資本準備金 2,279,601 2,281,805

資本剰余金合計 2,279,601 2,281,805

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 726,651 583,391

利益剰余金合計 726,651 583,391

自己株式 △42,464 △179,869

株主資本合計 3,830,804 3,554,546

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － 46

評価・換算差額等合計 － 46

純資産合計 3,830,804 3,554,592

負債純資産合計 8,232,704 7,446,453
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②　【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
　至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
　至 平成24年２月29日)

売上高 22,014,351 22,046,548

売上原価

商品期首たな卸高 489,201 503,782

当期商品仕入高 13,970,844 13,987,094

合計 14,460,045 14,490,877

他勘定振替高 ※1
 95,408

※1
 64,961

商品期末たな卸高 503,782 449,883

売上原価合計 13,860,854 13,976,032

売上総利益 8,153,496 8,070,516

販売費及び一般管理費 ※2
 7,891,706

※2
 7,771,470

営業利益 261,790 299,045

営業外収益

受取利息 853 520

受取手数料 25,619 28,021

期限切品処分収入 11,924 10,463

その他 20,189 29,052

営業外収益合計 58,586 68,058

営業外費用

支払利息 19,415 10,102

支払手数料 3,731 3,761

たな卸資産廃棄損 － 30,528

その他 3,044 3,620

営業外費用合計 26,191 48,013

経常利益 294,184 319,090

特別損失

固定資産除却損 ※3
 3,278

※3
 78,662

減損損失 ※4
 1,125

※4
 1,797

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 148,058

TOB関連費用 － 67,182

特別損失合計 4,404 295,700

税引前当期純利益 289,780 23,389

法人税、住民税及び事業税 217,196 163,771

法人税等調整額 △10,182 △45,155

法人税等合計 207,013 118,616

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226

EDINET提出書類

らでぃっしゅぼーや株式会社(E22041)

有価証券報告書

 58/101



③　【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
　至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
　至 平成24年２月29日)

株主資本

資本金

前期末残高 856,225 867,015

当期変動額

新株の発行 10,790 2,204

当期変動額合計 10,790 2,204

当期末残高 867,015 869,219

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,268,811 2,279,601

当期変動額

新株の発行 10,790 2,204

当期変動額合計 10,790 2,204

当期末残高 2,279,601 2,281,805

資本剰余金合計

前期末残高 2,268,811 2,279,601

当期変動額

新株の発行 10,790 2,204

当期変動額合計 10,790 2,204

当期末残高 2,279,601 2,281,805

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 692,169 726,651

当期変動額

剰余金の配当 △48,284 △48,034

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226

当期変動額合計 34,481 △143,260

当期末残高 726,651 583,391

利益剰余金合計

前期末残高 692,169 726,651

当期変動額

剰余金の配当 △48,284 △48,034

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226

当期変動額合計 34,481 △143,260

当期末残高 726,651 583,391

自己株式

前期末残高 － △42,464

当期変動額

自己株式の取得 △42,464 △137,405

当期変動額合計 △42,464 △137,405

当期末残高 △42,464 △179,869
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
　至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
　至 平成24年２月29日)

株主資本合計

前期末残高 3,817,206 3,830,804

当期変動額

新株の発行 21,580 4,408

剰余金の配当 △48,284 △48,034

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226

自己株式の取得 △42,464 △137,405

当期変動額合計 13,597 △276,258

当期末残高 3,830,804 3,554,546

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 46

当期変動額合計 － 46

当期末残高 － 46

評価・換算差額等合計

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 46

当期変動額合計 － 46

当期末残高 － 46

純資産合計

前期末残高 3,817,206 3,830,804

当期変動額

新株の発行 21,580 4,408

剰余金の配当 △48,284 △48,034

当期純利益又は当期純損失（△） 82,766 △95,226

自己株式の取得 △42,464 △137,405

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 46

当期変動額合計 13,597 △276,211

当期末残高 3,830,804 3,554,592
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④　【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
　至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
　至 平成24年２月29日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 289,780 23,389

減価償却費 95,178 102,564

ソフトウエア償却費 124,328 129,671

のれん償却額 181,863 181,863

減損損失 1,125 1,797

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 148,058

貸倒引当金の増減額（△は減少） 22,031 △108,603

販売促進引当金の増減額(△は減少) 4,678 3,540

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,566 1,632

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,617 31,888

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15,600 15,500

受取利息 △853 △628

支払利息 19,415 10,102

固定資産除却損 3,278 78,662

売上債権の増減額（△は増加） 1,320,944 351,442

たな卸資産の増減額（△は増加） △34,714 59,538

仕入債務の増減額（△は減少） 14,071 △35,732

その他 △73,046 △66,696

小計 2,006,866 927,991

利息及び配当金の受取額 816 665

利息の支払額 △19,422 △10,111

法人税等の支払額 △250,064 △248,412

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,738,196 670,132

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △15,494 △25,641

無形固定資産の取得による支出 △132,949 △111,276

投資有価証券の取得による支出 － △12,408

関係会社株式の取得による支出 △3,450 △24,500

関係会社貸付けによる支出 △6,550 －

貸付金の回収による収入 6,128 6,283

差入保証金の差入による支出 △790 △1,901

差入保証金の回収による収入 1,257 1,668

預り保証金の返還による支出 △399 －

その他 △3,807 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △156,055 △167,775
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
　至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
　至 平成24年２月29日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △400,000 △200,000

長期借入れによる収入 1,400,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,911,000 △402,000

リース債務の返済による支出 △37,819 △38,781

株式の発行による収入 21,580 4,408

自己株式の取得による支出 △42,946 △142,416

配当金の支払額 △48,245 △47,704

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,018,431 △826,495

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 563,709 △324,138

現金及び現金同等物の期首残高 577,289 1,140,998

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 1,140,998

※
 816,859
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

(1) 関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法

(1) 関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1) 商品

総平均法による原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法）

(1) 商品

同左

　 (2) 貯蔵品

最終仕入原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）

(2) 貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）

定額法

その他の有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物 ３年～18年

機械及び装置 ８年～15年

工具、器具及び備品 ３年～15年

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）

定額法

その他の有形固定資産

定率法

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

建物 ３年～20年

機械及び装置 ８年～15年

工具、器具及び備品 ３年～15年

　 (2) 無形固定資産

　定額法

　なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

　　　のれん　　　　　20年

　　　自社利用のソフトウエア

　　　　社内における利用可能期間

　　　（５年以内）

(2) 無形固定資産

同左

 
 
 
 

　 (3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとする定額法によってお

ります。

(3) リース資産

同左

４　外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

――――――― 外貨建有価証券（その他有価証券）

は、決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は全部純資産直入法に

より処理しております。
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項目
前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権、貸倒懸念債権につ

いては債権の区分ごとにそれぞれ未

回収率等を勘案して定めた一定の基

準により、破産更生債権等については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

 

　 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額のうち、当事業年度の負担

額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

 

　 (3) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額のうち、当事業年度の負担額

を計上しております。

なお、当事業年度に係る役員賞与は

支給しないため、当事業年度において

は役員賞与引当金は計上しておりま

せん。

(3) 役員賞与引当金

同左

　 (4) 販売促進引当金

会員顧客へ付与した割引ポイント

の利用に備えるため、使用実績率に基

づき将来使用されると見込まれる額

を計上しております。

(4) 販売促進引当金

同左

　 (5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による定額法によ

り発生した事業年度から費用処理し

ております。

(5) 退職給付引当金

同左

 

　 (6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(6) 役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

６　キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

７　その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

　

【会計方針の変更】

　

前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

（退職給付に係る会計基準）

当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部

改正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用しております。

これによる損益への影響はありません。

（資産除去債務に関する会計基準等）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ9,560千円、

税引前当期純利益は157,619千円減少しております。

　

【表示方法の変更】

　

前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

（貸借対照表）

前事業年度において流動資産「その他」に含めて表示

しておりました「未収入金」（前事業年度47,611千円）

は、総資産額の100分の１を超えたため、当事業年度にお

いては区分掲記することといたしました。

（貸借対照表）

―――――――

（損益計算書）

前事業年度において営業外費用「その他」に含めて表

示しておりました「支払手数料」（前事業年度2,000千

円）は、営業外費用総額の100分の10を超えたため、当事

業年度においては区分掲記することといたしました。

（損益計算書）

前事業年度において営業外費用「その他」に含めて

表示しておりました「たな卸資産廃棄損」（前事業年

度3,044千円）は、営業外費用総額の100分の10を超えた

ため、当事業年度においては区分掲記することといたし

ました。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　

前事業年度

(平成23年２月28日)

当事業年度

(平成24年２月29日)

※ 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行５行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 2,500,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 2,300,000千円
 

※ 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行５行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座貸越極度額 2,500,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,500,000千円
 

　

(損益計算書関係)

　

前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

販売促進費 84,353千円

その他 11,054千円

　計 95,408千円

 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

販売促進費 53,423千円

その他 11,538千円

　計 64,961千円
 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。

荷造運搬費 1,700,553千円

広告宣伝費 704,382千円

販売促進費 1,022,052千円

販売促進引当金繰入額 7,040千円

貸倒引当金繰入額 94,968千円

給料及び手当 1,212,067千円

賞与引当金繰入額 85,799千円

退職給付費用 24,366千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,600千円

減価償却費 95,178千円

ソフトウエア償却費 124,328千円

のれん償却額 181,863千円

地代家賃 370,115千円

業務委託費 538,943千円

おおよその割合

販売費　　　　　　　　　　　　　　　45％

一般管理費　　　　　　　　　　　　　55％

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。

荷造運搬費 1,720,309千円

広告宣伝費 632,974千円

販売促進費 1,019,114千円

販売促進引当金繰入額 10,580千円

貸倒引当金繰入額 35,386千円

給料及び手当 1,217,204千円

賞与引当金繰入額 85,311千円

退職給付費用 38,902千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,500千円

減価償却費 102,564千円

ソフトウエア償却費 129,671千円

のれん償却額 181,863千円

地代家賃 370,056千円

業務委託費 474,434千円

おおよその割合

販売費　　　　　　　　　　　　　　　44％

一般管理費　　　　　　　　　　　　　56％

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

ソフトウエア 3,278千円

計 3,278千円

 

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

ソフトウエア仮勘定 78,637千円

工具、器具及び備品 25千円

計 78,662千円
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前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

※４ 減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループ
について減損損失を計上しております。

用途 物流センター

種類
工具、器具及び備品

リース資産

場所 札幌市

減損損失 1,125千円

当社は、各物流センターを基礎としてグルーピング

を行っております。また、賃貸用資産及び遊休資産につ

いてはそれぞれ個別の物件ごとにグルーピングを行っ

ております。

上記の資産グループについては、収益性が著しく低

下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、同額

を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを7.4％で割り引いて算定

しております。

※４ 減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループ
について減損損失を計上しております。

用途 物流センター

種類
建物

リース資産

場所 札幌市

減損損失 1,797千円

当社は、各物流センターを基礎としてグルーピング

を行っております。また、賃貸用資産及び遊休資産につ

いてはそれぞれ個別の物件ごとにグルーピングを行っ

ております。

上記の資産グループについては、収益性が著しく低

下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、同額

を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、使用価値により測定してお

り、将来キャッシュ・フローを7.4％で割り引いて算定

しております。

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

発行済株式 　 　 　 　

普通株式（株） (注１) 6,897,817 41,500 － 6,939,317

自己株式 　 　 　 　

普通株式（株） (注２) － 77,300 － 77,300

（注）１　普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。

　　ストック・オプションの権利行使による新株の発行　　　　　　　　　　41,500株

　　　２　自己株式の増加の内訳は、次のとおりであります。

　　取締役会決議による自己株式の取得による増加　　　　　　　　　　　　77,300株

　
２．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成22年５月26日
定時株主総会

普通株式 48,284 ７ 平成22年２月28日平成22年５月27日

　
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成23年５月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 48,034 ７ 平成23年２月28日平成23年５月26日
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当事業年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

発行済株式 　 　 　 　

普通株式（株） (注１) 6,939,317 6,000 － 6,945,317

自己株式 　 　 　 　

普通株式（株） (注２) 77,300 200,035 － 277,335

（注）１　普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。

　　ストック・オプションの権利行使による新株の発行　　　　　　　　　　6,000株

　　　２　自己株式の増加の内訳は、次のとおりであります。

　　取締役会決議による自己株式の取得による増加　　　　　　　　　　　200,000株

　　単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 35株

　
２．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成23年５月25日
定時株主総会

普通株式 48,034 ７ 平成23年２月28日平成23年５月26日

　
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

　
(キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成23年２月28日現在）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成24年２月29日現在）

現金及び預金 1,140,998千円

現金及び現金同等物 1,140,998千円
　

現金及び預金 816,859千円

現金及び現金同等物 816,859千円
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(リース取引関係)

　

前事業年度

(自　平成22年３月１日

　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日

　至　平成24年２月29日)

リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

資産区分

取得価額

相当額

(千円)

減価償却累

計額相当額

(千円)

減損損失累

計額相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

建物 51,61327,616 － 23,997

機械及び装置 11,1769,180 － 1,995

車両運搬具 44,74636,543 － 8,203

工具、器具及

び備品
94,54064,7421,68928,107

合計 202,077138,0821,68962,304

 

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

資産区分

取得価額

相当額

(千円)

減価償却累

計額相当額

(千円)

減損損失累

計額相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

建物 51,61333,350 － 18,262

機械及び装置 11,17610,777 － 399

工具、器具及

び備品
66,81153,3021,68911,819

合計 129,60197,4311,68930,481

 

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1年内 33,217千円

1年超 32,830千円

合計 66,048千円

 

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1年内 16,500千円

1年超 16,330千円

合計 32,830千円

 
リース資産減損勘定の残高 853千円

　
リース資産減損勘定の残高 506千円

　
③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 38,576千円

リース資産減損勘定の取崩額 339千円

減価償却費相当額 35,794千円

支払利息相当額 1,977千円

 

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 34,382千円

リース資産減損勘定の取崩額 347千円

減価償却費相当額 23,974千円

支払利息相当額 1,165千円

 

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左
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前事業年度

(自　平成22年３月１日

　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日

　至　平成24年２月29日)

（貸主側）

未経過リース料期末残高相当額

1年内 8,692千円

1年超 －千円

合計 8,692千円

(注)１　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高及び見積残存価額の残高の合
計額が営業債権の期末残高等に占める割合
が低いため、受取利子込み法により算定して
おります。

２　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の
未経過リース料期末残高相当額であります。
なお、当該転貸リース取引はおおむね同一
の条件で第三者にリースしておりますので、
ほぼ同額の残高が上記の借主側の未経過
リース料期末残高相当額に含まれておりま
す。

 

（貸主側）

―――――――

 

ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)　リース資産の内容

有形固定資産

主として、宅配事業における販促用備品、営業

用車両であります。

(2)　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。

ファイナンス・リース取引

同左
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(金融商品関係)

前事業年度（自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、デリバティブ取引は利用せず、投機的な取引は行わない

方針であります。資金調達については、短期的な運転資金は、銀行借入による方針であります。また、設備投資計画に照

らして、必要な資金を長期借入により調達しております。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　　　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　　　差入保証金は、主に物流センターの敷金及び保証金であり、貸付金は、関連会社及び取引先企業等に対するものであり

ます。これらは、差し入れ先及び貸付先の信用リスクに晒されております。

　　　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

　　　短期借入金は運転資金に係るものであり、長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投

資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年８ヶ月後であります。なお、長期借入

金は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　　①　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　　　営業債権については、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行っており、回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

　　②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　　　市場リスクのある有価証券等の運用は行っておりません。

　　　投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

　　③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　　　当社では適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しておりま

す。

　
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)を参照ください。）。

　　（単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)　現金及び預金 1,140,998 1,140,998 －

(2)　売掛金 2,523,429 2,523,429 －

(3)　未収入金 135,373 135,373 －

(4)　長期貸付金(※１) 7,079 7,106 27

(5)　関係会社長期貸付金 16,550 16,722 172

(6)　差入保証金 199,510 189,128 △10,381

資産計 4,022,942 4,012,760 △10,182

(1)　買掛金 1,559,093 1,559,093 －

(2)　短期借入金 200,000 200,000 －

(3)　未払金 627,799 627,799 －

(4)　未払法人税等 142,209 142,209 －

(5)　長期借入金(※２) 1,199,000 1,199,000 －

(6)　リース債務 129,055 131,739 △2,684

負債計 3,857,157 3,859,841 △2,684

　(※１)　長期貸付金には、短期貸付金（1年内回収予定の長期貸付金）6,283千円が含まれております。

　(※２)　長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金402,000千円が含まれております。

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1)　現金及び預金、(2)　売掛金、(3)　未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4)　長期貸付金、(5)　関係会社長期貸付金

これらの時価については、信用リスクを加味した将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標による利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

(6)　差入保証金

差入保証金の時価については、想定した賃借契約期間に基づき、信用リスクを加味した将来キャッシュ・フロー

を国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　
負　債

(1)　買掛金、(2)　短期借入金、(3)　未払金、(4)　未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(5)　長期借入金

長期借入金の時価については、変動金利により短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから当該帳簿価額によっております。

(6)　リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　(単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

投資有価証券 　

非上場株式 13,541
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関係会社株式 4,880

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりませ

ん。

　
(注３) 金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの決算日後の償還予定額

(単位：千円）

　 １年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,140,998 － － －

売掛金 2,523,429 － － －

未収入金 135,373 － － －

長期貸付金 6,283 795 － －

関係会社長期貸付金 － 16,550 － －

差入保証金 － 151,828 4,634 43,048

合計 3,806,085169,174 4,634 43,048

　
(注４) 長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

(単位：千円)

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 402,000402,000395,000 － － －

リース債務 37,824 38,032 34,290 16,231 2,403 272

合計 439,824440,032429,29016,231 2,403 272

　
（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の時価等の

開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、デリバティブ取引は利用せず、投機的な取引は行わない

方針であります。資金調達については、短期的な運転資金は、銀行借入による方針であります。また、設備投資計画に照

らして、必要な資金を長期借入により調達しております。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　　差入保証金は、主に物流センターの敷金及び保証金であり、貸付金は、関連会社及び取引先企業等に対するものであり

ます。これらは、差し入れ先及び貸付先の信用リスクに晒されております。

　　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

　  長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたも

のであり、償還日は決算日後、最長で６年６ヶ月後であります。なお、長期借入金は変動金利であるため金利の変動リ

スクに晒されております。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　　①　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　　　営業債権については、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行っており、回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

　　②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　　　市場リスクのある有価証券等の運用は行っておりません。

　　　投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

　　③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　　　当社では適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しておりま

す。

　
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成24年２月29日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注２)を参照ください。）。

（単位：千円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)　現金及び預金 816,859 816,859 －

(2)　売掛金 2,171,987 2,171,987 －

(3)　未収入金 136,151 136,151 －

(4)　関係会社長期貸付金(※１) 16,550 16,641 91

(5)　差入保証金 200,015 193,567 △6,447

資産計 3,341,564 3,335,208 △6,356

(1)　買掛金 1,523,361 1,523,361 －

(2)　未払金 598,900 598,900 －

(3)　未払法人税等 56,307 56,307 －

(4)　長期借入金(※２) 797,000 797,000 －

(5)　リース債務 99,848 101,750 △1,901

負債計 3,075,418 3,077,319 △1,901

　(※１)　関係会社長期貸付金には、1年内回収予定の関係会社長期貸付金10,000千円が含まれております。

　(※２)　長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金402,000千円が含まれております。

　
(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1)　現金及び預金、(2)　売掛金、(3)　未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4)　関係会社長期貸付金

関係会社長期貸付金の時価については、信用リスクを加味した将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な

指標による利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5)　差入保証金

差入保証金の時価については、想定した賃借契約期間に基づき、信用リスクを加味した将来キャッシュ・フロー

を国債の利回り等適切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　
負　債

(1)　買掛金、(2)　未払金、(3)　未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4)　長期借入金

長期借入金の時価については、変動金利により短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから当該帳簿価額によっております。

(5)　リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

投資有価証券 　

非上場株式 26,021

関係会社株式 29,380

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりませ

ん。

　
(注３) 金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの決算日後の償還予定額

(単位：千円）

　 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 816,859 － － －

売掛金 2,171,987 － － －

未収入金 136,151 － － －

関係会社長期貸付金 10,000 6,550 － －

差入保証金 33,011 119,321 4,634 43,048

合計 3,168,010125,871 4,634 43,048

　
(注４) 長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

(単位：千円）

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 402,000395,000 － － － －

リース債務 39,729 36,033 18,022 4,243 1,276 543

合計 441,729431,03318,022 4,243 1,276 543

　
次へ
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(有価証券関係)

前事業年度（平成23年２月28日）

該当事項はありません。

　
当事業年度（平成24年２月29日）

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

前事業年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　
当事業年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

　
(退職給付関係)

　

前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度

(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　退職一時金制度を採用しております。

 

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項

(1)退職給付債務 △276,438千円

(2)未積立退職給付債務 △276,438千円

(3)未認識数理計算上の差異 36,334千円

(4)退職給付引当金 △240,104千円

 

２　退職給付債務に関する事項

(1)退職給付債務 △342,769千円

(2)未積立退職給付債務 △342,769千円

(3)未認識数理計算上の差異 70,776千円

(4)退職給付引当金 △271,993千円

 

３　退職給付費用に関する事項

(1)勤務費用 22,023千円

(2)利息費用 4,635千円

(3)数理計算上の差異の費用処理額 △2,292千円

(4)退職給付費用 24,366千円

 

３　退職給付費用に関する事項

(1)勤務費用 27,275千円

(2)利息費用 5,868千円

(3)数理計算上の差異の費用処理額 5,759千円

(4)退職給付費用 38,902千円

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2)割引率 2.0％

(3)数理計算上の差異の処理年数 ５年

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。)

(4)過去勤務債務の額の処理年数 ５年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間配分方法期間定額基準

(2)割引率 1.1％

(3)数理計算上の差異の処理年数 ５年

(各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとしており

ます。)

(4)過去勤務債務の額の処理年数 ５年
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(ストック・オプション等関係)

　前事業年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

　
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1)ストック・オプションの内容

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員22名 当社の従業員27名 当社の従業員２名

株式の種類及び付与数 普通株式　85,000株 普通株式　60,000株 普通株式　2,000株

付与日 平成18年９月１日

（平成16年４月28日）

平成18年９月１日

（平成17年９月１日）

平成18年９月１日

（平成17年12月15日）

権利確定条件 権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間 平成17年５月１日

～平成22年４月30日

平成19年８月１日

～平成24年７月31日

平成19年８月１日

～平成24年７月31日

（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　平成18年９月１日付のらでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）との吸収合併による承

継であります。

３　付与日欄の(外書)は、らでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）での付与日であります。

４　上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平成19年９

月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

　
　 　 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名 当社の従業員145名 当社の従業員64名

株式の種類及び付与数 普通株式　156,000株 普通株式　168,000株 普通株式　34,500株

付与日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 平成19年２月28日

権利確定条件 権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間 平成21年３月１日

～平成29年２月16日

平成21年３月１日

～平成29年２月16日

平成21年３月１日

～平成29年２月16日

（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平成19年９

月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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　(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換

算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

　権利確定前　　　　(株) 　 　 　

　　前事業年度末 － － －

　　付与 － － －

　　失効 － － －

　　権利確定 － － －

　　未確定残 － － －

　権利確定後　　　　(株) 　 　 　

　　前事業年度末 75,000 43,000 2,000

　　権利確定 － － －

　　権利行使 41,500 － －

　　失効 33,500 3,000 －

　　未行使残 － 40,000 2,000

　

　 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

　権利確定前　　　　(株) 　 　 　

　　前事業年度末 － － －

　　付与 － － －

　　失効 － － －

　　権利確定 － － －

　　未確定残 － － －

　権利確定後　　　　(株) 　 　 　

　　前事業年度末 156,000 144,000 25,000

　　権利確定 － － －

　　権利行使 － － －

　　失効 － 5,000 1,000

　　未行使残 156,000 139,000 24,000

　
　　②単価情報

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

　権利行使価格(円) 520 677 677

　行使時平均株価(円) 575 － －

　付与日における

　公正な評価単価(円)
－ － －

　

　 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

　権利行使価格(円) 850 850 850

　行使時平均株価(円) － － －

　付与日における

　公正な評価単価(円)
－ － －
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

平成19年２月28日付において付与されたストック・オプションの単価は、未公開企業であったため単位当たりの本

源的価値を見積る方法により算定しております。

また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる自社の株式価値は、割引キャッシュ・フロー法により算定し

ております。

①　当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　 －千円

②　当事業年度中に権利行使されたストック・オプションの　　　　2,220千円

権利行使日における本源的価値の合計額

　
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。

　
　

EDINET提出書類

らでぃっしゅぼーや株式会社(E22041)

有価証券報告書

 80/101



　

　当事業年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

１．ストック・オプションに係る当事業年度における費用計上額及び科目名

　  該当事項はありません。

　
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1)ストック・オプションの内容

　 第２回新株予約権 第３回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員27名 当社の従業員２名

株式の種類及び付与数 普通株式　60,000株 普通株式　2,000株

付与日 平成18年９月１日

（平成17年９月１日）

平成18年９月１日

（平成17年12月15日）

権利確定条件 権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間 平成19年８月１日

～平成24年７月31日

平成19年８月１日

～平成24年７月31日

（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　平成18年９月１日付のらでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）との吸収合併による承

継であります。

３　付与日欄の(外書)は、らでぃっしゅぼーや株式会社（旧らでぃっしゅぼーや株式会社）での付与日であります。

４　上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平成19年９

月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。

　
　　 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名 当社の従業員145名 当社の従業員64名

株式の種類及び付与数 普通株式　156,000株 普通株式　168,000株 普通株式　34,500株

付与日 平成19年２月28日 平成19年２月28日 平成19年２月28日

権利確定条件 権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

権利行使時において、当社の

取締役もしくは従業員いず

れかの地位を保有している

こと。その他細目については

「新株予約権割当契約書」

に定めるものとする。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間 平成21年３月１日

～平成29年２月16日

平成21年３月１日

～平成29年２月16日

平成21年３月１日

～平成29年２月16日

（注）１　株式数に換算して記載しております。

２　上記に記載されたストック・オプションの付与数は、平成19年７月19日開催の取締役会決議により、平成19年９

月１日付株式分割（１株につき1.17648株）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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　(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換

算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数

　 第２回新株予約権 第３回新株予約権

　権利確定前　　　　(株) 　 　

　　前事業年度末 － －

　　付与 － －

　　失効 － －

　　権利確定 － －

　　未確定残 － －

　権利確定後　　　　(株) 　 　

　　前事業年度末 40,000 2,000

　　権利確定 － －

　　権利行使 4,000 －

　　失効 1,000 －

　　未行使残 35,000 2,000

　

　 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

　権利確定前　　　　(株) 　 　 　

　　前事業年度末 － － －

　　付与 － － －

　　失効 － － －

　　権利確定 － － －

　　未確定残 － － －

　権利確定後　　　　(株) 　 　 　

　　前事業年度末 156,000 139,000 24,000

　　権利確定 － － －

　　権利行使 － 2,000 －

　　失効 12,000 16,000 5,000

　　未行使残 144,000 121,000 19,000

　
　　②単価情報

　 第２回新株予約権 第３回新株予約権

　権利行使価格(円) 677 677

　行使時平均株価(円) 986 －

　付与日における

　公正な評価単価(円)
－ －

　

　 第４回新株予約権 第５回新株予約権 第６回新株予約権

　権利行使価格(円) 850 850 850

　行使時平均株価(円) － 987 －

　付与日における

　公正な評価単価(円)
－ － －
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

平成19年２月28日付において付与されたストック・オプションの単価は、未公開企業であったため単位当たりの本

源的価値を見積る方法により算定しております。

また、単位当たりの本源的価値を算定する基礎となる自社の株式価値は、割引キャッシュ・フロー法により算定し

ております。

①　当事業年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　 50,378千円

②　当事業年度中に権利行使されたストック・オプションの　　　　1,509千円

権利行使日における本源的価値の合計額

　
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。

　

EDINET提出書類

らでぃっしゅぼーや株式会社(E22041)

有価証券報告書

 83/101



　

(税効果会計関係)

　

前事業年度

(平成23年２月28日)

当事業年度

(平成24年２月29日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産） 　

　①流動資産 　

　　貸倒引当金 87,815千円

　　賞与引当金 34,911千円

　　未払事業税 11,983千円

　　未払事業所税 4,727千円

　　未払社会保険料 4,899千円

　　その他 5,000千円

　　　　計 149,337千円

　②固定資産 　

　　退職給付引当金 95,668千円

　　貸倒引当金 1,765千円

　　役員退職慰労引当金 26,774千円

　　減価償却費 7,855千円

　　その他 5,324千円

　　　　計 137,387千円

　　評価性引当額 △28,547千円

　　　　計 108,839千円

　繰延税金資産合計 258,177千円

 

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産） 　

　①流動資産 　

　　貸倒引当金 40,345千円

　　賞与引当金 35,575千円

　　未払事業税 5,552千円

　　未払事業所税 4,767千円

　　未払社会保険料 5,258千円

　　固定資産除却損 31,997千円

　　資産除去債務 22,290千円

　　その他 10,129千円

　　　　計 155,917千円

　②固定資産 　

　　退職給付引当金 96,049千円

　　貸倒引当金 1,891千円

　　役員退職慰労引当金 28,975千円

　　減価償却費 7,225千円

　　資産除去債務 50,065千円

　　その他 4,972千円

　　　　計 189,180千円

　　評価性引当額 △30,528千円

　　　　計 158,651千円

　繰延税金資産合計 314,568千円

（繰延税金負債） 　

　固定負債 　

　　資産除去債務に対応する除去費
用

△11,261千円

　繰延税金負債合計 △11,261千円

繰延税金資産の純額 303,307千円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 28.6％

その他 2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 71.4％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 359.0％

税率変更による期末繰延税金資産の減額
修正

83.1％

その他 24.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 507.1％
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前事業年度

(平成23年２月28日)

当事業年度

(平成24年２月29日)

――――――― ３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の修正

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大

震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第

117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事

業年度より法人税率が変更されることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時

期に応じて以下のとおりとなります。

平成25年２月28日まで　40.69%

平成25年３月１日から平成28年２月29日　38.01%

平成28年３月１日以降　35.64%

この税率の変更により繰延税金資産の純額が19,440

千円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等調

整額の金額が19,443千円増加しております。
 

　

(持分法損益等)

前事業年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　
当事業年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。

　

(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

該当事項はありません。

　
当事業年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

該当事項はありません。

　
(賃貸等不動産関係)

前事業年度（自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日）

該当事項はありません。

　
当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

当事業年度（平成24年２月29日）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

本社事務所、物流センター等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

　
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約の期間及び建物の耐用年数などを勘案して５年～20年と見積り、割引率は当該使用

見込期間に見合う国債の流通利回り（0.515%～2.006%）を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

　
(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

　

期首残高 (注) 185,921千円

時の経過による調整額 2,666千円

期末残高 188,588千円
　

(注) 当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用し

たことによる期首時点における残高であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、農産品、畜産品、水産品、加工食品及び日用品等を販売しており、顧客及びサービス別のセグメントから構

成されておりますが、会員や一般顧客に対する戸別宅配事業以外の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示

情報としての重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　（追加情報）

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）を適

用しております。

　
【関連情報】

当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

１．商品及びサービスごとの情報

単一商品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

　
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しておりま

す。

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

会員や一般顧客に対する戸別宅配事業以外の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性が

乏しいため、記載を省略しております。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

会員や一般顧客に対する戸別宅配事業以外の全セグメントに占める割合が僅少であり、開示情報としての重要性

が乏しいため、記載を省略しております。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当事業年度（自  平成23年３月１日  至  平成24年２月29日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成23年３月１日　至　平成24年２月29日）

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

１株当たり純資産額 558.26円

１株当たり当期純利益金額 11.95円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

１株当たり純資産額 533.08円

１株当たり当期純損失金額 14.09円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
(△)（千円）

82,766 △95,226

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
(△)（千円）

82,766 △95,226

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 6,923,210 6,758,633

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

新株予約権５種類

（新株予約権の数3,610個）
詳細は「第４提出会社の
状況　１　株式等の状況
（２）新株予約権等の状
況」に記載のとおりであ
ります。

－
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(重要な後発事象)

　

前事業年度
(自　平成22年３月１日
　至　平成23年２月28日)

当事業年度
(自　平成23年３月１日
　至　平成24年２月29日)

自己株式の取得

当社は、平成23年４月15日開催の取締役会において、

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること

を決議し、下記のとおり実施しております。

１．自己株式の取得に関する取締役会の決議内容

 (1)　自己株式の取得を行う理由

１株当たりの株主価値の向上を図り、また、経営

環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行す

るため。

 (2)　取得の内容

　 ① 取得する株式の種類　　　　　 当社普通株式

　 ② 取得する株式の総数　　　 100,000株（上限）

(発行済株式総数（自己株式を除く）に占める

割合　1.46％)

　 ③ 取得価額の総額　　　　70,000,000円（上限）

　 ④ 取得する期間

平成23年４月25日から平成23年９月30日まで

　 ⑤ 取得の方法

大阪証券取引所における市場買付

２．自己株式取得の実施内容

 (1)　取得した期間

平成23年４月25日から平成23年４月30日まで

 (2)　取得した株式の総数　　　　　　　3,500株

 (3)　取得価額の総額　　　　　　　　1,951千円

当社普通株式等に対する公開買付け

当社は、平成24年１月30日開催の取締役会において、株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下「公開買付者」

といいます。）による当社の普通株式及び新株予約権に

対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいま

す。）について賛同の意見を表明することを決議いたし

ました。

平成24年１月31日から同年３月12日に実施された本

公開買付けの結果、公開買付者は、平成24年３月19日

（決済日）に当社普通株式4,973,668株（議決権数

49,736個、総株主等の議決権に対する割合74.60％）を

取得し、当社は公開買付者の子会社となりました。

当社は、今後、以下の手続きを実施する予定であり、こ

れに伴い公開買付者により完全子会社化され、当社株式

は、上場廃止になる予定であります。

当社は、平成24年６月下旬開催予定の当社臨時株主総

会および普通株主による種類株主総会において、定款の

一部変更をして種類株式発行会社とすること、定款の一

部変更をして当社の発行するすべての普通株式に全部

取得条項を付すこと、および当社普通株式のすべての取

得と引き換えに別個の種類の当社株式を交付すること

を決議する予定であります。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

　
【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額

(千円)

当期末残高

(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

(千円)

当期償却額

(千円)

差引当期末
残高

(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 925,532162,896
825
(825)

1,087,603822,35949,456265,244

　機械及び装置 156,0392,572 － 158,611129,1666,79429,445

　車両運搬具 5,152 － － 5,152 5,079 38 73

　工具、器具及び備品 60,65117,633 500 77,78462,3568,99815,427

　リース資産 159,9969,081
972
(972)

168,10579,06536,13989,039

　建設仮勘定 － 11,5407,240 4,300 － － 4,300

　有形固定資産計 1,307,372203,723
9,537
(1,797)

1,501,5571,098,027101,427403,530

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　のれん 3,546,346－ － 3,546,3461,000,251181,8632,546,095

　商標権 13,106 121 － 13,22711,0931,108 2,134

　意匠権 204 － － 204 73 29 131

　ソフトウエア 1,018,84189,785 － 1,108,626818,533129,671290,093

　ソフトウエア仮勘定 88,83333,656105,01717,472 － － 17,472

　電話加入権 3,276 － － 3,276 － － 3,276

　無形固定資産計 4,670,607123,563105,0174,689,1541,829,951312,6722,859,202

(注)１　当期減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。

　

２　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

建物 資産除去債務に関する会計基準の適用 162,406千円

工具、器具及び備品 ウォーターサーバー金型 9,498千円

建設仮勘定 ウォーターサーバー金型の一部取得 11,540千円

ソフトウエア 営業支援、会員管理システム導入 33,958千円

　 英語サイト構築 17,030千円

ソフトウエア仮勘定 販売管理システム構築 5,750千円

　 固定資産管理システム構築 5,728千円

　

３　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定 ウォーターサーバー金型への振替 7,240千円

ソフトウエア仮勘定 ソフトウエアへの振替 26,380千円

　 構築中の新基幹システムの一部除却 78,637千円
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　
【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高

(千円)

当期末残高

(千円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 200,000 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 402,000 402,000 0.705 －

１年以内に返済予定のリース債務 37,824 39,729 2.108 －

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

797,000 395,000 0.705
平成25年８月31日～

平成26年２月28日

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

91,230 60,119 2.108
平成25年３月27日～

平成30年８月31日

その他有利子負債 － － － －

合計 1,528,055 896,848 － －

(注)１　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。
　

区分
１年超２年以内

(千円)

２年超３年以内

(千円)

３年超４年以内

(千円)

４年超５年以内

(千円)

長期借入金 395,000 － － －

リース債務 36,033 18,022 4,243 1,276

　
【引当金明細表】

　

区分
前期末残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額
(目的使用)

(千円)

当期減少額
(その他)

(千円)

当期末残高

(千円)

貸倒引当金 314,772 74,074 143,989 38,688 206,169

賞与引当金 85,799 87,431 85,799 － 87,431

販売促進引当金 7,040 10,580 7,040 － 10,580

役員退職慰労引当金 65,800 15,500 － － 81,300

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の金額のうち、19,183千円は一般債権に対する引当額の期末洗替処

理による戻入であり、19,504千円は回収等に伴う取崩であります。

２　退職給付引当金については、退職給付に関する注記に記載のとおりであるため、記載を省略しております。

　
【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が財務諸表等規則第８条の28に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 1,018

預金 　

　普通預金 815,614

　別段預金 226

計 815,841

合計 816,859

　
　
②　売掛金

　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

会員 2,135,339

その他 36,648

合計 2,171,987

(注)　会員は一般消費者であり、かつ１件当たりの金額が少額であるため、相手先別の記載は省略しております。

　
売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高(千円)
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２

(Ｂ)
366

2,523,42923,376,86123,728,3032,171,987 91.6 36.8

(注) １　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等を含んでおります。

２　当期発生高には、商品の配送料及び代金引落手数料収入等を含んでおります。
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③　商品

品名 金額(千円)

畜産品 294,294

加工食品 58,025

農産品 31,529

水産品 8,319

食品計 392,168

日用品等 57,715

非食品計 57,715

合計 449,883

　
④　貯蔵品

品名 金額(千円)

販促用品 20,634

梱包資材 6,223

事務用品 1,557

入会関連用品 622

その他 291

合計 29,330

　
⑤　買掛金

　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

サンインテルネット株式会社 52,100

有機栽培あゆみの会 40,051

有限会社シバフレッシュミート 31,340

株式会社全通 31,007

ファーマーズ・ジャパン株式会社 27,867

その他 1,340,994

合計 1,523,361
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⑥　未払金

　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

大日本印刷株式会社 83,284

マスターピース・グループ株式会社 40,979

株式会社シード 37,675

有限会社アレグレット 29,383

株式会社グローバルウェイ 25,330

その他 382,246

合計 598,900

　

　
(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報

　
第１四半期

自平成23年３月１日

至平成23年５月31日

第２四半期

自平成23年６月１日

至平成23年８月31日

第３四半期

自平成23年９月１日

至平成23年11月30日

第４四半期

自平成23年12月１日

至平成24年２月29日

売上高（千円） 5,502,637 5,418,950 5,433,151 5,691,809

税引前四半期純利益金額

又は税引前四半期純損失

金額(△)（千円）

△15,055 56,831 △8,802 △9,582

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額(△)

（千円）

△30,868 11,311 △27,448 △48,220

１株当たり四半期純利益

金額又は１株当たり四半

期純損失金額(△)（円）

△4.50 1.66 △4.10 △7.24
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日

２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 －

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。

ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、
日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.radishbo-ya.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

　　　い。

　　　①　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　②　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　　③　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　
　
２ 【その他の参考情報】

　　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　
　(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第23期(自　平成22年３月１日　至　平成23年２月28日)平成23年５月26日関東財務局長に提出

　
　(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成23年５月26日関東財務局長に提出

　
　(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第24期第１四半期(自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日)平成23年７月13日関東財務局長に提出

第24期第２四半期(自　平成23年６月１日　至　平成23年８月31日)平成23年10月13日関東財務局長に提出

第24期第３四半期(自　平成23年９月１日　至　平成23年11月30日)平成24年１月13日関東財務局長に提出

　
　(4) 臨時報告書

平成24年３月13日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）及び第４号（主要株主の異動）の規

定に基づく臨時報告書であります。

平成24年４月20日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査公認会計士等の異動）の規定に基づく臨時

報告書であります。

　
　(5) 自己株券買付状況報告書

平成23年６月６日、平成23年７月８日、平成23年８月８日、平成23年９月14日、平成23年10月７日、平成23年11月８

日、平成23年12月20日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
　

平成２３年５月２５日

　
らでぃっしゅぼーや株式会社
　

取　　 締　　 役　　 会 御中

　
　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　
　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　
公認会計士 宮　　坂　　泰　　行 　 印

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　
公認会計士 長　　村　　彌　　角 　 印

　
　
＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるらでぃっしゅぼーや株式会社の平成２２年３月１日から平成２３年２月２８日までの第２３期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、らでぃっ

しゅぼーや株式会社の平成２３年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、らでぃっしゅぼーや株式会社

の平成２３年２月２８日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内

部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明

することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができな

い可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
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　当監査法人は、らでぃっしゅぼーや株式会社が平成２３年２月２８日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

らでぃっしゅぼーや株式会社(E22041)

有価証券報告書

 99/101



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
　

平成２４年５月２５日

　
らでぃっしゅぼーや株式会社
　

取　　 締　　 役　　 会 御中

　
　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　
　

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　
公認会計士 齋　　藤　　　　　淳 　 印

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　
公認会計士 長　　村　　彌　　角 　 印

　
　
＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるらでぃっしゅぼーや株式会社の平成２３年３月１日から平成２４年２月２９日までの第２４期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、らでぃっ

しゅぼーや株式会社の平成２４年２月２９日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモによる会社の普通株式等に対する公開買

付けが成立し、平成２４年３月１９日付けで同社の子会社となっている。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、らでぃっしゅぼーや株式会社

の平成２４年２月２９日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内

部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明

することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができな

い可能性がある。
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　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、らでぃっしゅぼーや株式会社が平成２４年２月２９日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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